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経験について一一森有正の思想をかりて一一
The Experi ence 

森有正といえば、鹿児島県の政治家で帝国憲法発布の

当日国粋主義者により暗殺された森有礼の孫にあたる。

フランス哲学を勉強する東大文学部の助教授であった彼

は、昭和25年8月、第 1回フランス政府留学生として渡

仏、専攻するパス刀ルの研究論文を仕上げるということ

でパリに行った。そして、留学1年聞の約束を反古にし

てパリ生活を続けたうえ、ついに51年この地で客死しfこ。

彼みずからいうとおり、渡仏前の彼は、勉強にはある

種の自信をもっていたが、反面また大きな不安をもって

いた。だから、 「マルセイユに家が並んでいるのを見る

だけでいいからいっていらっしゃし、」との恩師の言葉に

促されて、ょうやくラ・マルセイエイズ号で神戸港から

鹿島立ったのである。

彼の抱いた不安とは何であったか。それは、フランス

がかくしているものは学問研究の手続きだけでなく、も

っとその奥に、思想そのものに対する根本問題、それは

生活全体と結びついているもの、それが避けがたい形で

伏在している、との予感であり、また、自分のやってい

た学問めいたものの全体が、充分の基礎の上に立ってい

ないのではなかろうか、それが留学によって立て直すこ

ともできずに崩壊するのではないか、という危倶で‘あった。

30日間の船旅を終えてマルセイユに上陸した彼が、不

安のあまりパリへ急ぎたくない気持でマルセイユの町を

一人で歩き、岩山の蔭の小きい聖堂でカトリックの式が

行われるのを見、ノートルダム・ドラ・ギャルドの頂上

の教会から真白いマルセイエイズ号の船体を眺めていた

頃、彼は、結局のところ本質的にはフランスとは格別関

係のない自分自身に対する不安の只中にあることが判っ

ていなかったのである。そしてその後、長いフランスで

の生活を経てこの不安から脱却してきたことは、本当の

経験とは何かということが自分に即して判ってきたこと

と表裏している、とは彼自身述べているところである。

なぜ家族や思師・学友に迷惑をかけて、 1年聞の留学

予定を反古にしてしまったのだろうか。自らをフランス

人化した瞬間からの哲学研究を彼が始めたに過ぎないと

批評されたし、彼自身も、じぶんがフランス文化のな
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かに追求しようとしていたものは、特殊にフランス的な

ものであったといっており、後に「森有正問題」が起っ

たのであるが、ここのところは私のよく知らないことな

ので、とにかく先に進もう。要は、本!当の経験とは何か

ということだ。この点について 彼の著書が述べている

ところを勝手ながら要約して紹介してゆきたい。

「促しから冒険を通して真の経験へ、それが今の私

には思想、に到る唯一の道であるように思われる。」

これが彼の主な命題である。しからば、促しと冒険と

経験との関係はどうか。次のような説明になる。

「人間には深い『促し』がある。人はそこから歩み

はじめる。自己の認識などから歩みはじめるのではな

い。そこには動かすことのできない真実がある。そこ

からいろいろな事柄が生れてくる。それに人々はきま

ざまな名辞を与える。感覚、経験いずれもそうである。

そういう感覚・と経験とが、その多様性にもかかわらず、

ーつの根源的な『促し』から生れてくることを知る時、

人は内側からそれを自己と名付ける。」

ついで冒険について、

「冒険は単なる冒険ではない。その前に深い内面の

促しがあり、それによって、人は冒険に身を投ずるの

である。そしてその促しによって人が一身を賭する、

という点において、真の経験は体験とは断然類を異に

するのである。これは意思ということの最も深い姿の

一つであろう。」

彼は、以上のように、一人の人間を定義するものとし

ての経験の唯一個別性を指摘すると同時に、その客観的

な純化が、他の人聞の経験と一致することによって、経

験に普遍性、客観性を与える点Uも言及する。そしてつ

いでながら、たいせつな問題だとおもわれるので、彼の

考えている経験と言葉との関係について紹介してみよう。

「深い経験から出てくる言葉は、形容するのがむつ

かしい一種の重みをもっている。それは、あるものを

表現する言葉の本当の説明は、事柄そのものの中に在

るからである。」そして、きらに次のようにいう。

「言葉には、それぞれ、それが本当の言葉となるた
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大型鉄骨鉄筋コンクリート橋脚設計要領(案)の確認実験
On the Confirmation Tests of the design manual for Large S-R-C Bridge Pier 

1. まえがき

海峡部橋梁の取付高橋脚などで断面寸法、構造形式等

に特段の制約がなく、多分に施工上の利点を生かすため

にSRC構造の採用される例がある。本州四国連絡橋公

団ではこのような大型SRC橋脚の設計において、その

特徴を生かし合理的な設計を図るため、従来のい鉄骨鉄

筋コンクリート構造設計指針・同解説、昭和52年8月か

を補足してい大型鉄骨鉄筋コンクリート橋脚設計要領(案)、

昭和54年11月かを作成したY本報告はこの要領における
設計の考え方の妥当性および安全性の確認を目的として

実施した模型実験の結果を紹介するものである。なお、

要領(案)の内容は文献をみていただくとして省略する。

2. 実験概要

基本的に以下に示す3種類の実験を実地した2)

Sシリーズ実験:スタッドを溶接した鋼材の押抜きお

よび引抜きによってスタッドの定着挙動およびスタッド

による応力伝達挙動を把握することを目的とする実験。

Bシリーズ実験:せん断および曲げ挙動を検討するた

めのはり供試体による実験。

Pシリーズ実験:形鋼のフーチンク、、への定着特性と本

形式の橋脚の設計の妥当性を確認するためのフーチング

付き橋脚供試体による実験。

なおこれらの実験に用いたコンクリートは最大粗骨材

す法19mm、スランプ8cm、σck= 240 kg/crげであるが、 試
験時の圧縮強度は平均288kg/cm'であった。以下、各実験

の概要を示す。

3. 'Sシリーズ実験

3.1 実験計画

実験は、次の 3タイプの供試体を用いることとした。

タイプIは、実構造に用いるのと同一寸法の世22mm、長

さ144mmのスタッドを両面に溶接した厚き30mmの鋼板を、

コンクリートに埋め込んだ「押抜き用供試体」であり、

要因としてスタッドの間隔、コンクリートの打込み方向

とスタッドの支圧方向、鋼板の付着の有無を考え10体と

した。タイプIIは実構造物に用いる鋼材をH形鋼と想定

し、φ7mm、長き30mmの丸鋼スタッドを溶接した100X100 mm 
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H形鋼をコンクリート中に埋め込んだ「押抜き用供試体」

であり、タイプIと同様の要因に着目し 8供試体とした。

ただし、付着の場合も付着の影響を軽減するため表面積

の1/2の付着を除いた。タイプIIIは厚き10mm、巾40mm、

コンクリートへの埋込み長275mmの鋼板の両面にタイプ

IIと同じ九鋼スタッドをつけた「引抜き用供試体」であ

り、 6供ぷ体である。

表-1 5シリーズ実験供肢体一覧表

蝿七(ス担朗タa問自ノl)問ド(圃の中) 
コ/7リ 付着の スデソ卜教 同1のb 最大耐力 最大耐力

No 供ぷ体名称 ー方トの打 有無 (本) (圃) (Ion) スタ yド数込向

I-O-U 正 有 。 11.7 

1 -O-L 
タ

逆 " n 16.0 

1 -5 -NU 5 正 無 6 2ω 26.2 4.37 

1 -5 -NL 1/ 逆 w 1/ ， 27.0 4.5 
イ 1-10-NU 10 正 1/ H 50 50.5 8.42 

プ
1 -10-NL H 逆 ， w H 54.5 9.08 

1 -10-U " 正 有 1/ 

" 55.8 9.3 
1 -10-L 11 逆 H n 

" 65.7 10.95 
1 -15-NU 15 正 無 4 " 38.0 9.5 
1 -15-NL w 逆 1/ H H 38.6 9.65 

II-O-U 布 。 12.7 

タ II-O-L 逆 N n 17.0 

11 -5 -NU 5 正:
イ

無 36 44.0 1.22 

日 5-NL 11 逆 H w 49.5 1.38 

プ 11-5-U 1/ 有 " 57.0 1.58 

II-5-L w 逆 11 11 62.7 1.74 
II 
11 -10-NU 10 止: 値 18 31.8 1.77 

II-I0-NL w 逆 n 1/ 37.0 2.06 

皿-0
タ

横 有 。 5.15 

イ皿 5(1) 5 11 11 10 11.8 l.l8 

プ皿 5(2) 1/ 1/ w 11 11.75 l.l8 

m I m-5-N 11 11 無 1/ 8.7 0.87 

皿 8 8 " 6 9.25 1.54 

m-8 -N 11 1/ 無 1/ 7.8 1.3 

住]) タイプトタイプ111止、えタノドの縦/jfiIJ-:':乃中心間隔を(;;<]]、 μ，] 2中に
a と L て ~J，す o

注 2) タイプ111のコ/クリ トの打 1主力1;'1はすべて備打 hである。

供品体の要l刈り .l~ を表 1に、形状を凶-1、図-

2にそれぞれ11'す。

載荷は道路橋示 }j書(以ドj立ノJ~)の式によって算出し

た許容荷重を1.5倍して地長荷重とし、地震荷重で、5凪

繰り返した後適宜繰リ返し載荷しながら破壊するまで載

荷した。なお道示の式は次のとおりである O

町伴5.5のときし町布 ~ ........ .(1) 
H/ゆく5.5のとき Qa=5.5ゅ'HJa才 j
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図-1 タイプI供肢体一覧 図-2 タイプII供肢体

ここに、 Qα :スタッド 1本当りの許容せん断力

ゆ、H:スタッドの直径、全高 (cm)

3.2 実験結果と考察

前掲の表-1に各供試体の最大耐力およびその時のス

タッド 1本当りの耐力Qが示きれている O 今、スタッド

のせん断耐力として、せん断降伏に対して σs/J3、せ
ん断破壊に対してへ/./3とするとタイプIの場合、 Qy、

Quはそれぞれ6.36t、10.3tとなる。これらの値を実験値

と比較すると、スタッド、の間隔が10cmおよび:15cmの場合

には降伏荷重を相当上まわり、せん断破壊耐力に近い値

に達していることが判る O これに対し間隔が5cmの場合

にはスタッドがせん断降伏する前にコンクリートが割裂

して耐力を失っている。

タイプIIの場合、スタッドのせん断耐力としてσ/13
をとればQu= 1. 22t となるが、実験値はこれに対し1.0~

1.7倍の値を示し.ている。

タイプIIIでは σ/13ーの{直(Qu= 1. 22t) を僅かに J~ ま

わるか若干小きめの値を示しているが、この場合、鋼板

を埋め込んだコンクリートブロックの断面積が10cmx 10 
cmと相当小きいためひび、割れが容易に発生し、タイプII

のように大きな耐力を発揮できなかったと思われる。

以上の実験結果から、各供試体の最大荷重時における

スタッドのせん断応力度とスタッド間隔の関係を表わし

たのが図-3であり この図よりスタッドの間隔が大き

い程スタッド 1本当りのせん断応力は大きくなっている

が実用上はほぼ4<1>以上の間隔があればよいと思われる O

これらのことから道示でのスタッド最小間隔の規定(10cm、

(kg/al 
5，ωo 

4，∞o 

3，∞o 

2，∞o 

1.∞o 

》略

..--一~町岡Eu1Ea2地~、p』r-ppe--一ー一一一一一一一-I I )(-""，，'一 (í;)~ __]-O-L 

戸己タイプI
タイプH

タイプ皿 4 

10 15 
×ゅ

1，∞ 2，∞ 3，∞o X 10-3 
変位(圃)

図-3 スタッド1本当りのせん断耐力と 図-4 すベり変ベり変位
スタッドの間隔

4 

I! " 官官f¥Jt..TIバ/ご]-1O-NU 
f ur、4凪躍返し
/1/ノ
200 400ωo X 10-3 

変位(皿)

図-5 荷量ーすべり変位

4団組返L

変位(圃)

図-6 荷重ーすベり変位

または直径の5倍)はほぼ適当なものと考えられる。

子~ì)i企は、供試体の載荷端でない側の鋼板端とコ
ンクリートとの聞の相対変位量をダイヤルゲージを用い

て測定した。一例としてタイプIにおいて鋼板のみの供

試体、スタッド、間隔10cmで付着のない供試体、付着のあ

る供試体それぞれの荷重一すべり変位をそれぞれ図-4

~6 に示す。

図-4に示すようにスタッドのない供試体でも、付着

特性はコンクリートの打込み方向によって大巾に異なる

結果となっている。これは鋼板の表面の微少な凹凸部分

でコンクリート硬化前の沈下の影響が生ずるためと思わ

れ、特筆すべきことである。

ジベルのある図 5でも変位の挙動はコンクリートの

打込み方向の相違の影響があり、地震時荷重20t載荷後

の残留変位は逆打ちの場合約0.04mmtこ対し、正打ちの場

合約0.24mmと6倍の値になっている。また、最大耐力も

逆打ちの方が10%程度大きくなっており、これらから正

打ちの場合、コンクリート硬化前の沈下とブリージング

の影響によりスタッドの支圧面に空隙ができたものと考

えられる。また、地震時荷重除荷後の載荷においてすべ

り変位は、初回載荷時とほほ、同様に岡町生が相当小さいが、

図-6のように鋼材に付着のある場合は除荷後の剛性が

大きくなっていることは注目される。付着の影響につい

ては、付着のみによる耐力とスタッドのみによる耐力と

の累加強度が付着とスタッドを有する場合の耐力にほぼ

等しいことが認められる。なおタイプIIでは、スタッド

がない場合およびスタッド間隔10cmの場合にはH形鋼の

みがコンクリートブロックから押抜かれ、スタッド間隔

5cmの場合には、 H形鋼のフランジに狭まれた部分のコ

ンクリートも H形鋼と一体となって押抜けたことを付記

する。

4. Bシリーズ実験

4.1 実験計画

はり供試体によるせん断耐荷挙動の検討を目的とした

本実験は、 5.に示すPシリーズ供試体と同一寸法の断面

す法とし、せん断支間・けた高比 α/dを2.5(一部3.0)と

し、主鋼材比、鉄骨と鉄筋の比率、せん断補強量、側面

の水平鉄筋の有無を要因として表-2に示す8供試体を

用いて実施した。供試体は45X45 X360倒であり、主鉄

筋はD13、鉄骨には40x 40 x 5 ( mm)の山形鋼を用いた。

なおせん断補強量に関し、本実験の目的がせん断破壊時

の挙動およびせん断破壊に対する安全度を確認すること

本四技報



から、鉄骨斜材およびスターラップは現在の土木学会の

RC示方書(以下RC示方書)に規定きれている最小腹

鉄筋比 (p=0.15%)にほぼ等しい量を基本とし、他の供

試体にはこれより若干多い腹鋼材を配置した。

載荷は地震時の設計荷重を正負 5回繰返した後、変位

制御により一定の変位を正負 5ヴつ繰返しながら変位を

増大させた。ここに地震荷重は主筋引張応力 2，700kg/cnr

(常時 1，800kg/αnZの1.5倍)となる荷重とした。

4.2 実験結果および考察

結果は表-2に示す。

α/dが3.0てい載荷したRC-I-2-(2)、SR-l-lイ1)、SR-2-3

の3体についていえば最大耐力はほぼ計算値と一致して

いるが、 SR-2-3の場合のみ計算値より約16%大きい値

を示している。これは鉄骨の斜材が若干軸方向の引張抵

抗に寄与しているためと思われる。なお計算上の耐力は

次式で求めたものである。

ぞ~ /T  = P・3旦(1 -0均・34f) (2) 
bd ・σck V ck 

p:引張鉄筋比、 σck= 240kg/，州、 σsy二 3，500kg/cmz 

α/dを2.5で載荷した 5供試体からも鉄骨斜材 (SR-l-

2イ1))(SC-I-2)、側面の水平鉄筋 (SR-I-2-(2))が曲げ

耐力に寄与し、計算上の耐力より大きな耐力を示してい

ることが判る。

きて、これらの実験を通して SC-I-2を除き全ての供

試体がせん断破壊していることは特筆すべきことである。
1 

発生せん断応力は ，=p・九百万了で求められるが、
せん断抵抗を土木学会RC示方書(ただし終局時にあて

はめたもの)、 ACICode 、CEB.FIP Model Codeの

各規定によって求め比較した。具体的にはせん断抵抗を

次式で求めた。

τ 'c + pw.九sy……H ・H ・...……………...・...(3) 

九:斜引張鋼材比、斜材に関しては (sine + cos 
θ)を掛けてスターラップ換算した。

rt:土木学会:'c = ( 'al/2) X 1.7 =3. 83kg/cnr 

A CI ャ (0何十176わ (x8/7 
キ 9.7kg/αnZ 

FIP : 'c=2.5τRd x 8/7キ8.6kg/佃F

比較の具体的諸数値については省略するが、せん断降

伏時、 SC-I-2のみは全ての規定を満足しているが、それ

以外の供試体はACIおよびFIPの規定を満足するもの

の土木学会の規定は満足していない。これら結果をふま

え、高応力の正負繰り返し荷重によって、せん断補強が

十分で、ない場合、やがて斜めひぴわれが発生してせん断

破壊に至り、この場合せん断補強に関し、 ACI、FIPの

規定は極めて危険で、あり 一方、 RC示方書のせん断補

強方法を終局時にあてはめたものは極めて妥当なものと

考えられる。 RC示方書の考え方は要領(案)に繰り入れ

られており、この実験により要領(案)のせん断設計に関

する規定の妥当性が確認された。

なお、せん断破壊の進行に伴って部材の靭性が劣化す

る程度は SRCとRCとでは明確な差を認めることがで

きなかったが、破壊状態を見る限りトラス状鉄骨が配置

されている方が、づ|張側鋼材と圧縮側鋼材との接続が確

実であって好ましいように忠われたことを付記しておく。

5. Pシリーズ実験

5.1 実験計画

実構j主物として 6mx 6m程度の断面の 4隅に 500 x 

500mm Hの形鋼を配置した SRC橋脚を想定し、その約%

衰-2 Bシリーズ供猷体一覧と実験結果

供試体 日|張鋼材比(%) 斜51張鋼材比ω せん断支間
最(大to耐n)力(1) 降の蛮伏f荷t重(圃(s時2) ) 

載街状態
No 
名称 鉄骨|鉄筋 鉄骨|鉄筋

主鋼材 斜11~長鋼材
-けた高比

破壊状況 最終載街
(模式国)

S R-I-1 山形鋼4本 スターラップι 18.0※ 5.3 X o 
B-1 

(1) D13 12本
4斜6ctc 150 3.0 (15.4) せん断破壊 8.5 

(負の2同日)0.84 0.144 材 o6 11 12 11 

S R-I-1 20.6 3.7 X o I! -! I B-2 " 1/ 2.5 " 10.0 
(2) 0.84 0.144 

(19.6) (負の2l口1t-ll 

民/有供試S R-1-2 スターラッフ。 23.6 8.2 X o 
B-3 1/ 6斜6材ctc100 2.5 (17.6) " 9.0 

(1) 0.84 0.23 世9 (正の2回目)

S R-1-2 山形鋼4本本 30.0 10.9 X o 
B-4 D13 20 1/ 2.5 1/ 6.8 

(2) 0.84 0.23 (腹部水平筋含む)
(19.6) (正の3同目)

ジャッキ

S R-2-3 山形鋼8本 35.0 6 X o a/d=3.0のときB-5 1/ 3.0 (30.2) 
1/ 12.3 

(2) 1.68 0.336 D13 24本 (正の1凶目) 11 =1，200阻

23.1 
曲(圧材げ縮座破部屈壊鋼) 

12 = 900醐
S C-1-2 7 X o a/d=2.5のときB-6 
(2) 

山形鋼8本 斜材世 9 2.5 (19.0) 10.5 
(正の5凶目)0.834 0.21 11 =1，000mm 

22.1 
12 =1，100mm 

R C-1-2 スターラップ。 8.4 X 0 
B-7 

(1) 
D13 24本

世6ctc120
2.5 (19.7) せん断破壊 8.8 

(正の2回目)0.844 0.21 

R C-1-2 16.6 11.6 X 0 
B-8 1/ 1/ 3.0 8.6 

(2) 0.844 0.21 
(16.4) (正の1回目)

注 (1)自重を考慮していない値で正負の平均値である。 (2)スパン中央の値である。 ※は計算上の終局耐力

No. 21 '82. 7 5 



の模型実験計画を立案した。供試体の形状を図一 7、表

一3に示す。 P-SR-Sが要領に基づいた標準タイプであ

り、定着効果をみるためこれからスタッドだけを取り除いた

ものを P-SRとした。またP-SR-Sの鉄骨のみを2倍し

鉄筋を除いたものがP-SC-S、きらにそれからスタッド

を除いたものがP-SC、スタッドの効果のみ顕著に把握す

るためP-SC-Sから埋込部の端部ベースプレートと鉄骨

斜材を除いたものを P-SC-SN、比較のためのRC供試

体を P-RCとした。 P-SRおよびP-SCを除き山形鋼の

フーチング埋込部には21本のスタッド(ct 4)を溶接した。

載荷はPC鋼棒を'用いて軸力(約15kg/rnr)を作用させ

ながら供試体頭部に水平な正負繰り返し力を加えた。

荷重は地震時荷重(ヲ|張側鋼材の応力度が2，700kgj!ぽ

となる荷重)、降伏荷重(同応力が3，500kg/，ぽとなる荷重)、

2o変位(I凪)、 3o変位(5凪)……(ここに o:降伏荷重時

の柱頭部変位)の順に載荷することを標準とした。

5.2 実験結果と考察

各供試体の繰り返しの荷重変位曲線の例を図-8に示

す。また、実験結果の一覧を表-4に示す。標準となる

P-SR-S供試体は鋼材降伏時変位の 6倍の変位 (6o)の

繰り返し荷重に対しても十分健全で、あった。ヒステリシ

スループの中で特に P-SC-SN供試体は特異であった。

これは、 6oの変位でも鋼材の座屈は認められなかったが、

フーチングに大きなひびわれを生じさせたためである。

これらの特性については以下、個々に検討を加える。

まず、荷重変位曲線を包絡線について比較したのが図

-9である。ここには、再載荷を行った SRは特性が若

干異なるので省いて比較した。これをみると、ほとんど

極端な差は 4oまではないと思える。最大耐力はx.yレ
コーダより読み取り平均すると表-4のようになった。

P-SR-S供試体の最大耐力にくらべると P-SR、P-SC-S、

P-SC 、P-SC-SN、P-RCはL、ずれも0.5-8.5%程低下

している。また、 6oでの繰り返しの耐力の低下はP-SR、

P-SC-S 、P-SC、P-RCで顕著で、ある。

降伏荷重時の変位は小きい方から P-RC、P-SR-S、

P-SC-S 、P-SR、P-SC-SN、P-SCの}II員になっている

褒-3 pシリーズ供猷体一覧表

橋脚部引長 橋脚部斜づ|
Nn 供.i.rt1，本名称 鋼材比(%) 阪鋼材比(%)

僑脚音1) 橋脚部斜

鉄骨|鉄筋
i:鋼材 づ|張鋼材

(表-4参照)。また、降伏荷重時の柱のつけ根部のひぴ

われ幅(この値はフーチングからの抜け出し量に対応す

る)は上述の変位と全く同ーの順番になっており、柱つ

け根部のフーチングからの鋼材の抜け出しが柱頭部の変

位に直接結びついていることは明白である。この結果か

らP-SR-S供試体の柱のフーチングへの定着性能は、意

図したとおりの満足な性能をもっていることが示きれた

ものと思われる。 P-SC-SとP-SCとの相違は、フー

チング中の柱の軸方向鋼材のスタッドの有無であって、

両者の変位挙動からスタッドの定着に及ぼす効果が明瞭

に認められる。 P-SC-SNはP-SC-Sと比べ変位が10

%以上大きくなっているが、これはフーチング中の鉄骨

プレーシングが定着応力を分担するからであり、プレー

シングが有効なことを示している。一方、つけ根部の変

位は圧縮側にも生じているのであって、これはコンクリ

ートと鋼材がフーチング中も含めて圧縮されるからであ

る。 P-SCの場合を例にとれば、全変位9mmのほぼ半分

がつけ根部の回転によるものである。

ヒステリシスカーブの比較を図-10に示す。これより、

SR-SのヒステリシスループはRCの形状に近く、それの

みならず、伸びやループの面積でSR-Sの方がRCより

大きいことがわかる。実はこれこそ、大型SRC構造の

考え方を如実に反映したものといえる。すなわち、鋼材

の配置法(断面 2次モーメントへの寄与および経済性、

効率)という点ではより RCに近く、力学的な荷重ひず

み関係では粘り強くあることになる。

また、他の供試体とのヒステリシスルーフ。の面積や形

状をくらべると、 SR-S、SC-S、RCは好ましいと思

われる。 SC-SNはフーチングにひびわれを多く誘発し

ているせいか、ルーフ。が特異な性状であり、エネルギー

吸収能力では劣っている。

ここで、標準タイプである SR-Sのエネルギー吸収能

力について定量的に検討してみる。先に、大型 SRC構

造の考え方が、より RC的であることを述べたが、それ

であれば、従来RC部材で、エネルギー吸収能力を把握

するのと同じ考え方で、大型SRCのエネルギー吸収能

力も把握できるはずである。一般に RC部材に限らず、

1サイクルの変位時のエネ・ルギー

橋脚のフーチング

への定着方法

ぺ欽筋
0.417 1 0.422 0.105 I 0.126 山形鋼4本 スターフツフ。 スタソド、斜材、端材、

吸収能力は、ヒステリシスループ

の囲む面積ムWで表わされる。こ

こではその大きさを便宜的に知る

指標として等価粘性減衰定数 he屯

を計算した。等価粘性定数は次式

で定義きれ、動的解析を行う場合

に、採用できると思われる。

P-1 P-SR-S 
0.84 0.23 D 13 12本 6斜6材ct c 100 世9

P-2 P-SR 
0.417 I 0.422 0.105 I 0.126 

H 11 

0.84 0.23 

P-3 P-SC-S 山形鋼8本
0.834 0.21 

事ヰ材 ゅ9

。 。
P-4 P-SC 11 1/ 

0.834 0.21 。 。
P-5 P-SC-SN 11 1/ 

0.834 0.21 

P-6 P-RC 
o I 0.252 スターラプ

D13 24本 y
0.844 0.252 I --- --. I o 6ctc100 

ー」ーー 一 一--ー 一一一一一一一一一一ーー一一一一一

6 

へースプレ ト
鉄筋ル鉄骨の付着

斜材、端材、
へースプレート、
鉄筋と鉄骨の十U'i

スタソド、斜材、端材、
ベースプレート、
鉄骨の付着

斜材、端材、
ベースプレ ト
鉄骨の付着

スタソド、
鉄骨の付着

鉄筋の付着

1 ムW
=一一・一一一'"・H ・"(4)

eq 2πW  

ここに、ムw:ヒステリシスルー
プの囲む面積

w:繰り返し載荷時に
部材に蓄積きれる

エネルギー
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褒-4 Pシリーズの実験結果

降伏荷重時5)

供試体名 載荷方法1)
変位(mm、)s 柱グ〉つuけE(ノ醐ビ担オフ)部tL申面 鋼材(kのg/;応ば力)度3) 破壊状況

最大(耐ton力)的
破壊時の変位

ZEXE回 ⑤3 干 4.18X 19.9 13 0 
干-SR-S 平 y X 5回 平 5.18XI0回

7.3 0.71 2，274 鋼材の座屈
平 28X 1回 平 6.18X 10回

(三 1) (60盛軸力なし平 38X 5凶 + 13.08 X 5回

①② z 干 E X 5困
du:包3YJ供y干干平干試，1*.伊4 6 揚5動向易再主陵平 y X 5同 8X 5[Q] 19.5 

P-SR 平 28X 5凶 8 X 5回 8.2 0.81 2，516 " 5 0 
平 38X 5凶 8 X 5回 ( =0.980) 
⑤平 48X 5凶 8 X 10凶

EE× 1凶 ⑤⑥ 平 4 8 X 5同
19.8 

P-SC-S 
平 y X 5回 平 5 8 X 10凶

7.7 0.75 1，747 " 
5 0 

平 28X 1凶 ⑦干 6 8 X 5回
( =0.995) 平 38X5[p] 

①② g 平 E X 1凶 ⑥ ⑤平 4 8 X 5 [llJ 
18.7 

P-SC 
平 y X 5回 干 5.18X11回

8.9 1.00 3，221 1/ 
40 

平 28X 1回
( =0.940) 

平 38X 5凶

3 ①干 E X 1凶 ⑤⑥ z 干 4δX5凶 18.2 
P-SC-SN 平 y X 5凶 干 5.18X 10[吋

8.4 0.88 1，701 1/ 11 0 平 28X l!nJ 平 5.88X 5 [11] 
平 38X 5 [n] + 11 .38 X 2 [uJ (=0.915) 

(50後軸力なし

書@④ 干 E X 1凶 ⑤⑥ ⑦ 平 4 8 X 5凶 18.5 
P-RC 平 y X 5凶 子 5 8X 5~1l 

7.0 0.60 1，760 " 6 0 干 28X 1 Lu] 平 6 8 X 13凶
( =0.930) 平 38X 5 D日]

注 :1) E=地震時荷量(1210n)、y=降伏術重(14.510n)、o 降伏イ荷重lE!¥繰り返し 5111111の変位
2) フーチング t:両から140cmの橋脚の変位で正負の平均値である。
3) ブーチング上面から225mm中へはいった点の鋼材の応力皮で、 RCは鉄筋の11((、他は形鋼のfll白Aて、ある。
4) 1E負の、子均値て¥x.yレコーダ より読み取ったものである。 なお、内は SR-Sを1としたときの比率である。
5) 繰り返し 5111]Hのデータを幣坪ーLた。

①P-SR--S 
g 

P-SR 

②P-SC-S 

P-SC 

P-SC-SN 

③P-RC 

図-7 Pシリーズ
供試体 A-A 

荷重(lon) /~sR.sl 
20 

5 
変位(佃)

図-9 荷量変位・曲線の比較
(1 Oでの包絡線)
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60 60 

(P-SC-SNl 

(P-SC) 

圏一 8 Pシリーズ荷量・変位曲線
(P-RCl 

街重(lon) 
20 

20 

5 
変位(咽)

( 6dでの繰り

返し 11[11t~ ) 

図-10(a) ヒステリシスカーブの比較

(SR-Sと他のもの)

イ日I垂 ( lon) 

20 

5 
変位(叩)

RC (2 O ) 

20¥一一石臼(28)
(繰リ返し 1 凶~j)

図-10(b) ヒステリシスカーブの比較

(SR-SとRC)

7 



tl A1 I回 w/ I I I 
ICJL:.W S R-S I 

川町v 与 8 ループの最大面積i
heo. =土企竺 1 _L----t---

π W~、，

slh=1(li )レ/
剖 0.2ゆト一一πト一一 μ
& 武藤

襲
記
事E

5010 

。。
塑性率 μ(=8/8. ) 

図-11 5RC橋脚 (5R-5模型)の等価

粘性減衰定数

∞ 

結果は図-11のようである。ここで

は図-8に示す SR-Sのヒステリシ

スループから繰り返し凪数によりあま

P-SR-S 地震時荷重状態
P-SR-S 破壕状態 (9加)

(軸力なし)

りループの変形がないことを考慮、し、

数回のルーフ。の包絡した最大面積で評価した。図-11中

には鉄筋コンクリート部材の減衰定数について武藤、武

田、 Gulkanらが提案した値も並記した。土木研究所3)の

実験によれば¥単一柱形式の鉄筋コンクリート供試体の

等価減衰定数の値は、武藤の値を上限値、武田の値を下

限値とするようなもので、 Gulkanらの値はかなり安全側

の値とのことである。 これに対し、 SR-S供試体もほ

ぼ同じようなデータを提供している。ただし、塑性率

μ(=o/九)=2くらいでは、武藤らの提案している減衰
定数を上まわっている。

RCのヒステリシスループが SR-Sのそれより若干小

きい面積であったことより、 RCのデータも SR-S の

減衰定数より若干低めで評価きれよう。以上のようなデ

ータより大型SRCのエネルギー吸収特性については、

はぽ鉄筋コンクリートと同様な手法で評価できると思わ

れる。

Pシリーズの供試体の破壊は、柱のつけ根部近傍の鋼

材の残留伸びとコンクリートのひびわれによる劣化によ

り、鋼材の座屈が誘発されたことによるものであり、破壊

形式としては曲げ破壊である。(図-12にその一例を示す。)

これは逆に、正負繰り返し載荷のもとでもせん断力に

対する補強量が十分で、あったことを示すものである。

6. あとがき

実験成果をまとめると以下のとおりである。

(1) スタッドジベルの耐力は道示の設計式で安全側で

あり、かつ付着とスタッドを有する場合の耐力は、付着

のみによる耐力とスタッドのみによる耐力との累加強度

にほぼ等しく、要領での考え方は十分安全側となる。但

しコンクリートの沈下およびプリージングのある場合のスタ

ッドのすべり変位量は極めて大きくなり注意する必等がある。

8 

図-12 ひびわれ状況の略図 (P-5R-5)

(2) せん断破壊を避ける観点から土木学会RC示方書

の新しい設計方法を終局状態にあてはめた方式は、降伏

荷重以降の大変位の正負繰り返し載荷に対し、極めて妥

当なものであることが確認された。

(3) Pシリーズ実験において本要領に基いた供試体が
最も好ましい健全な挙動を示しており、本要領の妥当性

をうらづけている。また、スタッドジベルが単に鉄骨の

抜出しの軽減のみならず耐力に対しても極めて有効で、あ

ること、フーチング中の鉄骨斜材が鉄骨の定着に極めて

有効で、あることも定性的に確認された。

(4) Pシリーズ実験における橋脚の繰り返し載荷によ

る荷重変位の履歴特性は、鉄筋コンクリート部材とほぼ

同等なヒステリシスループ形状を有するだけでなく、そ

のエネルギー吸収能力上も良好で、あることがわかった。

以上、大型SRC橋脚の設計法の妥当性が確認され、

今後、隅角部の設計方法、架設応力を考えたはりの設計

方法、動的復元力特性等の検討を加え、大型SRC要領

で提案された新しい設計概念の応用範囲が広がることを

望み、本報告を終りとする。なお、本実験は、横浜国立

大学の池田尚治教授の下で行われたものであることを付

記し、関係者の方々に感謝する次第です。
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大鳴門橋主塔の製作・架設
Fabrication and Erection of the Ohnaruto Bridge Main Tower 

第一建段局設計標墨 田中淳之
Atsuyuki Tanaka 

1. まえがき

大鳴門橋は、鳴門海峡に建設中の中央支間長 876mの

3径間 2ヒンジ補剛トラス道路・鉄道併用吊橋である。

本橋の工事は昭和51年に着工して以来 6年になろうと

しているが、既に下部工、主塔、パックステ-径間橋が

竣工し、本橋の上部工事も現在ケーブル架設工事が全面

的に展開し、いよいよ佳境の段階を迎えている。

本文では、このうち既に竣工した本橋主塔の製作およ

び架設工事の概要について報告するものである。

2. 工事概要

2.1 構造概要

図-1に本橋主塔の構造概要をポす。

主塔の構造は、可携性塔(Flexible 

Tower)形式で、塔柱を 3つのセ

ルで構成した鋼板セル構造である。

高き125.93mの塔柱は、製作・

架設上の取り扱いから、高さ方向

に13段に横分割し、さらに各段の

一般部は、 3つのブロックに縦分

割されている。ブロックの数は、

底板2枚を含めて86個、その最大

重量は、第 1段の88.4tであり、ま

た、最大部材長さは12mである。

主要材質は SM58材で、主塔1基当

りの鋼重は、 4，294tである。

写真・1 架股工事中の主塔(手前は4P主塔)
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→般鋼橋に比して、主塔の設計および製作・架設上で

特色を持つ事項は、①庄縮力の添接を官~メタルタッチ

で伝達させること、②塔柱の鉛直精度が1/10，000以下と

非常に厳しい精度が要求きれていること、などであろう。

前者は、作用圧縮軸力に付し塔主板は50%、継リブは25

%をそれぞれメタルタソチで伝達きせ、その残りを高力

ボルトで負担きせる設計仕様としている。また、後者は、

塔柱に作用するケープ*ル鉛直反力が大なるため(本橋では

約40，000t/基)、製作・架設誤差による偏心曲げモーメント

を極力小さく押えることにある O したがって、主塔の製

5.2加

ケープル庵論頂 PTP+144.3剖

]¥ 

図-1 主塔一般図
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褒-1 主塔工事実施工程表

工

事仮 車且 立

塗装(1:塗仕上げ)

僑脚 I一一面仕上げ

架 I~ lli 設 {箱

第部付架設

設| 路側淡
塗装(継子部及び補修部)

第内エレベータ設備

塔内電気設備
工

事;

僑脚 I面 11.1-.げ
lli ，き又凡 f蔚

高情門。塔部材架設
喰装(制章子部及び補修部)

塔内エレベータ設備

事喜内電気設備

作・架設精度は、以上に述べた設計上の要求から高水準

のものとなっている O

2.2 工事工程

表-1に主塔工事の実施工程を示す。

主塔工事は、昭和54年1月31日に製作工事を、また、

架設工事を昭和54年12月18日に、いずれも三菱重工業・

川崎重工業JVと契約した。 r山j者の相当区分は、 3P主せ苔

(淡路側)を三菱重工業が、 4P主塔(鳴門側)を川崎重工

業が担当した。

その後、架設の準備工事から本工事に入る段階で海事

関係者との同意が得られず、 2.5ヶ月聞の工事の一時中断

もあったが、昭和56年 1月中旬に製作工事を竣工し、き

らに同年7月初旬には架設工事も完工した。詳細設計に

着手以来、約2年半の歳月を要したことになる O

3. 製作

3.1 製作手順

主塔の製作は、凶 2に示す流れで行われるが、その

製作精度は以下のように高水準のものが要求きれており、

高度な加工技術と品質、精度管理のドに行われた。

①塔柱の鉛直度および部材長:1/10，000 

(*: 10mにつき lmm、塔全高で12.6mm以下)

②塔柱断面、f法(3セル1体):士 2mm 

③塔柱各段十lln~の精度:仕上面の表I白.粗き 12S以下、

すき聞の最大ri午容差0.2mm以下、メタルタソチ率村

は塔主板で50%以上、縦リブで25%以上

10 

(**:メタル夕、ソチとは、O.04mmのすき間ゲージが停止す

ること)

第頂クレーン

したがって、塔柱各段は大組

立後、その端面を大型精密切削

機により切削仕上げを行い、次

いで、縦置検査かで部材の鉛直度

とす法精度を、またご横二段組

仮組検査。で各段相互のメタルタ

ッチ率をそれぞれ計測し、合否

の判定を行った。

3.2 使用鋼材の仕様

クリ了唱体 本構造物は、既に述べた高精

防わーノレ度が要求されると共に、吊橋を

構成する中で将来取り替えが不

可能な構造部分であることから、

使用鋼材についても以下の条件を付けた。

①部材の製作精度に影響が大きい板厚公差と平担度に

ついて、 HBS規定値を縮小した品質規準を設定した。

②主要構造部分のうち、溶接時の拘束条件の厳しい部

分および構造上板厚方向応力度の高い箇所に用いる鋼材

は、ラメラティアの発生を防止し、製作工程でのトラブ

ルを避けるために、耐ラメラティア仕様を付加し、さら

に溶接施工試験によりその確認を行った。

3.3 溶接施工

溶接施工に当っては、特に SM58材の調質高張力鋼と

しての性能をそこなわないように留意し、溶接施工試験に

よりその施工方法、施工条件の適正を確認した。また、

塔柱の端面切削加工は、 3セルを1体仮組した状態で行う

が、その際、無理な拘束力を与えずに 1体化ができるよう

に、各単セルの溶接変形(特に振れ)が最小限になる溶接

の!II員序と方法、予熱の方法と範囲などに留，意して施工した。

3.4 機械切削加工

①添接部のメタルタッチ精度確保のための塔柱端面切

削については、t)J削順序、切削時間帯(最終仕上げは、

温度変化の少ない夜間に行った)、部材の支持・固定方法

などの最適条件を設定した。

②部材断面寸法の精度を確保するために、ダイヤブラ

ムは機械切削仕上げを行った。

3.5 3セル解体復元照査

塔柱断面は 3セル1体組した状態で部材端面切削加工

を行い、かっ二段仮組でメタルタッチの確認を行ってい

るが、架設時は単セルでの据付けとなるため、

① 3セル1体仮組時に発生すると予想、きれる内部応力

の影響

②内セルと外セルの剛性の相違による解体後のひずみ

の影響

などを事前に把握し、架設工事に反映きせることを目的

として、立置部材検査時に外セルを一且解体した後、再

度復元を行い上記の影響度を調べた。

本田技報



4. 架設

4.1 架設手順

図-4に主塔工事全般の架設

手順フローチャートを示す。

4.2 仮設備

主塔架設用仮設備としては、

クリーパクレーン (90tX28m(3P)、

27m (4P) J、水切クレーン (90t 

XI7.5m(3P)、16m(4 P) J、移動

台車、受電設備、工事用エレベ

ータ等がある(図-5参照)。こ

のうち、クリーパクレーンは、架

設の成否を左右する重要かつ特

色ある設備である。このクリー

パクレーンの鋼重は自立架台も

含めて1基当り約770tで、この

うち、せり上がり部分の自重は

約430tにも及ぶため、取付部の

塔本体には内部補強を施した。

次に、水切クレーンは、大鳴

門橋の上部工事全般にわたって

使用する H的で、海上足場に合

せて新規に製作した定置式三脚

デリックである O

4P 
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主塔製作仮組時の鉛直度図 3

(単位:%)

フザ

メタルタッチ率総括衰

六主主
f菩主板 縦リブ

N S N S 千商 安:

最小平均最小、子.t~] 段小'FおJ 最小、ド必j

A 82(83) 96(97) 75(77) 97(95) 72(77) 91 (96) 57(58) 89(90) 

B 71(82) 92(96) 71(89) 92(97) 67(78) 82(94) 58(64) 79(92) 

L ト~寸1縦14キIJ 
3P 

C 90(91) 99(98) 85(71) 95(96) 90(80) 97(92) 86(69) 94(92) 

全断 I射、ド.t~J 85(88) 95(97) 84(80) 94(96) 76(80) 88(94) 69(64) 86(91) 

A 56(75) 89(98) 73(91) 95(97) 50(79) 85(89) 72(60) 94(92) 

B 86(93) 98(99) 71(82) 93(97) 50(63) 85(87) 69(69) 83(90) 
4P 

C 73(88) 88(97) 80(86) 91(97) 71 (64) 88(85) 64(79) 90(90) 

全断面、ド.t~J 83(90) 93(98) 76(86) 93(97) 73(72) 86(87) 76(73) 87(91) 

表-2

J圃
~圃

4.3 橋脚コンクリート上面の研磨仕上げ

主塔の架設に先立ち、!底板据付面の橋脚コンクリート

l二面の切削研磨仕上げ、が行われる。これは、主塔の鉛直

度の確保と、主塔にかかる大きなケーブル反力を基礎コ

ンクリートに均等に分布させるためのもので、表-3に

示すごとき精度が要求されている。

施工手順の大要は、①表層レイタンス部の水平切断除

去(約45mm)→②中仕上げ(約4-4.5mm)→③精密仕上

A、B、C欄のflhli. A、B、c;干-;'1しに対するt再件全段添綾部についてのメデルタ，チ'f71舵小および、ドt!)を小す
令断l自i'jLt!)欄の1Ihは件伐の全体断I白I仁村するI1H主全断添綾部につL冶てのメタルタノチ+71ItH、お上ぴ、I't!)のflll.<と，1、す
内は l場制作における怖を-j、すυ 外li~見場事:ぷにおける flll~-1、すι

3.6 主塔製作制度の実績

閃-3および表-2に工場仮組立時における塔柱の鉛直度

およびメタルタッチ率(架設時と併記)の実績結果を示すO
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図-5

出来形検in'J、
アンカーボルト張力照査

主塔架設手順のフローチャート
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げ(約0.5-1mm)の3段階であり、各段階でそれぞれの

切削研磨用プレードに取り替えられる。この仕上げ作業

には、一般部用の走行型研磨機(I台)とアンカーボルト

周辺用の旋回型研磨機(2台)の2種類を用いた。

表一 3に仕上げ、の許容値と実績結果を示す。なお、検

測には一等水準儀(1/100mm読み)とストレートエッジに

よった。

特筆すべきことは、今回開発したアンカーボルト周辺

部用の旋凪式研磨機が、従未の手仕上げ、による方法と比

べて精度および

も検測を含め約1.5-2ケ月と予3定iζミより早く完了したこと
てでで、や、ある。

従来、仕上げを完了したコンクリート面には、不|量調

整と底板との密着性を期待して、底板据付直前にセメン

ト粉末を散布する方式が採られている例が多いが、粉末

が風で飛散するなどして必ずしも良好な結果が得られ難

いと報告されている O 本橋の場合、コンクリートの仕上

げ精度が極めて良好であり、不|単調整を必ずしも必要と

しないため、コンクリートと接触する成板の|坊錆効果を

高めることのみを目的として、エポキシ樹脂系のコンク

リート浸透性塗料(エポニックス#3100)を塗布(約40μ)

する方式を今副採用した。

4.4 主塔本体の架設

(1) 部材の海上輸送

表 3 橋脚コンクリート研磨仕上げ精度

Ij リ結束

項 tl n- 1，(， 3 P (i'長E各iW'J) 4 P ('鳴門1則)

NllH! sn干H NI荘村 Sl存料

H:卜げ向き J十l対由I高し士(T P + 16，050) に + 0.54 +0.54 十0.35 十0.36
に1.0皿 0.05 0.16 0.44 0.30 

ギ l古I 度 {とi鮫i1げJU:すJでiのI自l椅1.'に10bImLmh以t向卜 0.59 0.70 0.79 0.66 

般大すき間 0.5 mm/m 0.5 0.5 0.5 0.5 

傾 事十 (，由l縁端1/問101.17010110E以if:/卜j日以1 1110.700 1111，200 1/10，200 1112.700 

(注)表中のイj 1 り結果は般大I;~~ 汗を小すもので、令{本の '!ιr')I，(，を 'J、すものではない{

海上輸送のため広島および坂出工場で大型台船(主と

して1，500t級)に部材を塔載した船団は、架橋地点が潮

流の強い地域であることから、潮待ちのため一旦荷揚げ

の前日に架橋地点近くの亀浦または蛇の鰭基地に停泊し、

翌日、転流時刻に合せて海上足場に接岸して水切りした。

輸送は水切可能日が潮流の関係から 1ヶ月のうち 1/2

程度であることと、 1サイクル当りの架設日数と海上足

場のストックヤードの広きを考慮して、架設の1.5サイ

クル分(I.5段分)を月に 2回程度の間隔で実施した。

(2) 主塔の架設

主塔の架設工法は、架橋地点の諸条件を踏まえ、設備

費(経済性)、工期、安全性等を検討の結果、最終的にク

リーパクレーン工法(塔柱移動式クレーン工法)を採用

した。本主塔の場合、[:;(]-6に示すように底板から塔柱

第4段までの架設はクレーンを基礎上に自立させた状態

で行い、また第5段以降は架設済みの塔柱側面にかイド

レールを取りつけ、これに沿わせてクレーンをせり上げ、

ながら順次塔頂までの架設を行う方式とした。

( a )塔柱の架設

塔柱断面のうち、 3セル分割断面の架設順序は、閉断

由-の中セル(B)→開断面の外セル(A、C)のJ!I員に行った。

架設の精度管理は、工場製作での製品精度をいかに再

現するかの一言に尽きる。そのために、あらかじめ工場

仮組立での合マークおよび証拠穴を基準としてドリフト

ピンの打ち込みを忠実に行うことにより工場精度の再現

に努めた。架設における精度管理上最も大きな比重を占

めるのはメタル夕、ソチである。メタルタッチを困難にする主

要凶の 1っとして、部材仮置時の直射日光による部材の

歪により外セルの-辺にすき聞が生じる傾/(IJがあること。

もう 1つは、塔主板がタッチする前に縦リブI司志がタッ

チするため、塔主板が夕、ソチしにくくなることであった。

このようにメタルタッチが困難な場合の対策として、

① 仮置部材をオーニングシートで覆い、直射日光の

;ji~響を避ける O

(クリーパークレーン自立)(第l回せり上げ) 移動台車(第3凶せり上げ)(第4同せり上げ)(第5凶せり上げれ第6凶せり上げ)(第7回せり上nr(第8凶せり上げ)
底抜、塔基部① 塔柱⑤、⑥段

塔似号ー④段 下部水平材架設

下部斜材架設
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l第2[PJせり i二げi
断的段架設

塔+まs)H:架設 断的)1:;:架設 塔柱伽2 塔倒)':;:架設 港住⑫段 塔柱⑬段

上部第l段 上部第2段 上郡水平材
主塔サドル

斜材架設 斜材架設
塔頂クレーン

架設

図 6 主塔架設要領図
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② ドリフトピンの数量を増す。

③ 添接板を若干ずらせ、本体との穴ずれを利用して

ドリフトピンで引き寄せる。

④ 架設部材下端のメタルタッチと同時に上端面の相隣

り合うセル聞の段差をドリフトピン打ち込み時に行う。

(※これは、 1体ブロックの第5段、第13段のメタ

ルタッチに好結果をもたらせた。)

などを実施した。この結果、表-2に示すように高率の

メタルタッチ率を得ることができ、本主塔では 1枚のシ

ムプレートも使用する必要はなかった。

架設は、各段ごとに塔柱の偏心量、メタルタッチ率等

が規定の精度内であることを確認して次の段階に進めた。

( b )斜材、水平材の架設

斜材の架設は、塔柱第4段、第10段、第12段のそれぞ

れ架設完了後に行った。架設の要領は、チェーンフゃロッ

クで台付けロープの長さを調整することにより斜材を所

定角度にして吊り込んだ。 ドリフトピンの打ち込み後、

塔柱上部より斜吊り索を取り、左右の斜材が中央点で連

結きれるまでの間仮支持させた。

水平材の架設は、まず塔柱側に取りつくブロックを片

持ち状態で架設し、次いで中央のブロックを落し込んだ。

この方法では、あらかじめ片持ち架設による応力を設計

段階で見込み、製作時にたわみ分のキャンバーをつける

ことで、上部水平材と同様に下部水平材についても斜吊

り索を省略できるようにした。また、中央フ申ロックの落

し込みが容易な;ように、部材に50mmのテーパと10mmのす

き間を設けることを設計時に考慮した。

なお、斜材、水平材の架設の際、クレーンが橋軸直角

方向に偏心して塔柱に取りついているため、クレーン自

重による塔柱内側への弾性変形が支障となる。この対策

としては、クレーンのステージング部と塔柱に固定され

ているガイドレールを利用し、この間にジャッキ(4P)ま
たはクサビ (3P)作用を応用したれ塔柱押し拡げ機構か

により無理なく架設することができた。

( c )高力ボルトの締付け

従来、高力ボルトの締付け方法には、 トルク法とナッ

ト回転角法の2種類があり、わが国ではボルト自身の保

有するトルク係数を基準に締めつけるトルク法が主流を

占めている。

本橋では長期に・わたる架設期間中の防錆を目的として、

防錆処理高力ボルト(F10T、M24)の使用と摩擦接合

面には防錆処理(母材は厚膜型ジンクリッチペイント75μ、

添接板は亜鉛溶射75μ)が施きれている。この防錆処理

皮膜が存在する結果、ボルト軸力弛緩が従来以上に増加

することが懸念された。このため、ボルトの軸力弛緩に

対しても設計軸力が確保できることを前提に、締付方法、

締付機械等について調査、検討した結果、最終的に耐力

点検出法を採用したなお、事前に本橋主塔仕様の防錆処

理継手のすべり係数と軸力弛緩の経時変化に対する安全

性確認を目的として継手実験を実施した?

耐力点検出法は、ボルト軸力が耐力点を超えるとトル
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クの変化率が急変することに着目し、電子回路によりト

ルクの変化率(電流変化率)を捕え、締付けを自動的に

停止させることにより、常に一定値の耐力点に相当する

ボルト軸力を確保するものである。したがって、弾性領

域で管理するトルク法よりも高めの軸力が導入できるた

め、軸力弛緩に対して有利であることが設計上からの採

用理由である。

耐力点検出法による管理として 午前・午後の始業前

の現場予備実験と、締付機の3ヶ月ごとの定期点検を実

施した。また、締付検査にボルト・ナットのマーキングに

よる目視検査を併用し、共まわりボルトおよびナット凪

転角異常のボルトについては、締付不良ボルトとしてすべ

て取り替える方針とした。

約26万本のボルトの締付結果は変動係数2%程度の好

成績が得られた。締付不良による取り替え本数は約1%

で、そのほとんどが締付力の不足あるいは過大に起因す

るものであった。また 架設当初 予備締め力が過大な

場合にボルトとナットが焼付き、共まわりしたボルトが

数本あったが、これは防錆処理高力ボルトなるが故に防

錆皮膜が焼けて生じた現象であることが再現試験により

判明した。

以後、予備締め力をやや下げることにより、この現象

は解消した。

本方法の場合、予備締め力の管理が大きなポイントと

なるようである。

(3) 主塔架設工程の実績

表-4は主塔架設所要日数の実績を総括したものであ

るO なお、この中で12月から1月にかけては冬期季節風の影

響により極端に稼働率が低下したことを付記しておく。

褒-4 主塔架段所要回数の実績

項 H

(t主) 傘:せり上げ第1同~第8~日l を過しての最大値を示す。
** せり f-.lf各IPI最大値の第1[ul- 第 81ul までのギ~J を '1、す。

4.5 主塔架設精度の実績

(1) メタルタッチ率

最大*・5、千均*亀3

2.2 

表-2は架設工事におけるメタルタッチ率の実績(製

作仮組立時と併記)を総括したものであるが、その結果

は工場の精度を十分再現しており 規定を大きく上回る

良好な値が得られている。これは、この年が例年になく

冷夏であったことも好結果に結び、ついた一因と考えられ

る。

(2) 主塔出来形精度

図-7は主塔偏心量の実績結果を模式的に拡大して表

わしたものである。主塔の鉛直度に対する許容.偏心量

(高き10mにつき 1mm、つまり塔頂で12.6mm以下)に対

し、許容範囲に十分収まっている。なお、計測は部材間

温度差の影響を極力避けるため早朝に行った。
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図-7 主塔出来形計測結果

4.6 クリーパクレーンのせり上げ、降下

クリーパクレーンのせり上げ機構は 3Pと4Pとで異

なった方式の採用となった。つまり、 3Pでは油圧ジャ

ッキ(300t X 2台)によるホジャッキアップ方式か(以降、ジ

ャッキ方式)が、また 4Pではウインチによるホワイヤロ

ープ巻上げ方式ぺ以降、ワイヤ方式)がそれぞれ採用き

れた。

ジャッキ方式は石油リグの昇降装置や大規模煙突架設

装置に実績があるが、クリーパクレーンに対しては初め

ての試みである。その機構は、図ー 8(a)に示すようにガ

イドレールに設けられた 750mmピッチのピン孔に油圧シリ

ンダーのピンを着脱きせながら尺取虫式にせり上げる方

式である。一方、ワイヤ方式はわが国の若戸橋、関門橋

(下関側主塔)、因島大橋での実績を持つ方式で、その機

構は図-8(b)に示すように、せり上げ用吊天秤を塔頂に

設置し、これとクレーンとの聞に仕込まれたワイヤロー

プを滑車を介して巻き上げることにより、クレーンをせ

り上げるもので、機構、原理はジャッキ方式よりもシン

プルである。

両方式にはそれぞれ一長一短

がある。ヵーイドレールについて

いえば、ジャッキ方式の場合、

せり上げ機構上からワイヤ方式

の約2倍もの重量となり、方、イ

ドレールの盛り替え作業上から

も重量の軽いワイヤ方式の方が

有利で、ある。逆に、ワイヤ方式

の場合、せり上げ用吊天秤がジ

ャッキ方式よりも余分な設備と

なり、かつ、これの盛り替え作

業を要する面でジャッキ方式の

方が有利で‘ある。また、工程面

では、クレーン降下の際、せり

上げ時と全く同様にガイドレー

(a) 3 P側(ジヤゾキ・アノプ方式)

ttイドレール

固定ピン

せリ上げ用ジャソキ
(上下ピン、ンリングー)

せり上げの原理

ルを盛り替えながら尺取虫式に降下きせるジャッキ方式

に対し、クレーンのステージング部を一括降下できるワ

イヤ方式の方が当初有利と考えられていた。しかし、実

績による降下~撤去までの日数は両方式ともにほぼ同じ

で、工程上の有意差は生じなかった。

せり上げ1回当り所要時聞の平均は、 3Pで5.6時間、

4Pで1.6時間(ただし、このほかに吊天秤の取り外し時

間が必要)であった。また、 3Pの降下1回当り所要時

間の平均は、その後機構改善したことにより 3.3時間に

短縮きれた。一方、 4Pでは、まず塔頂においてデリッ

ク部を塔頂クレーンで解体した後、ステージング部は塔

13段に吊天秤を取り付け、ワイヤロープを仕込んで一括

降下させたが、降下そのものは 1日で完了した。

なお、せり上げ中の左右のアンバランス、傾きなどに

対しては、設計段階から現場で生じうる種々の現象を想

定して各種の異常に対応できる機能、構造を備えていた

ので、この点での支障となるトラブルは全く生じなかっ

た。

4.7 アンカーボルトのプレストレス導入

アンカーボルトの締付けはセンターホールジャッキで

行った。締付力の管理は、ボルトに貼り付けたストレイ

ンゲージとジャッキの油圧計の両方で千Tった。締付力の

バラツキは少なく、締付力の平均が255t、変動係数 2%

と非常に安定した結果が得られた。また、ボルトとコン

クリートとの付着力もほとんどなく、ボルト全長にわた

り張力はほほt勾ーであった。表-5は4Pの場合の張力

導入後の経時変化を示したものであるが、減少張力は理

論推定値よりもかなり少なく、所要張力を十分満足して

いる。

4.8 現場塗装

本橋では工場塗装により最終仕上げまで行う仕様とし

ており、現場塗装の対象.は高力ボルトの添接部分のみで

ある。架橋地点での部材の水洗いは、海水汚濁の防止と

せり上げ手順

1)ガイドレールの盛替

2 )各部点検

3 )固定ピン引抜

4)せり上げ

5)固定ピンによる固定

6 )各部点検

l上ピン抜 3上ピン入 5ンリンダー縮 7上ピン抜

2.ンリングー伸 4.下ピン抜 6.下ピン入

① 
③ 

② 固定ピンの挿入

固定ピン抜取り せり上げ用吊天秤

クリーパークレ 及ぴガイ『レール

ーンのせり上げ 取外し(盛替転用)

ttイドレール及ぴ

せり上げ用吊天秤

取付

図-8 クリーパクレーンせり上げ要領図
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褒-5 アンカーボルト張力の変動 (4P) (単位:t/本)

初期導入 主塔完成時 減少張力
摘 要

張力 PO 張力 Pl (減少率%)

I 実測{直 (経過時間)

1)気中露出部 255.1 250.8 4.3(1.7) 頂版コンクリート完成時 ー~e一ー石a宵"..一富田一「
2)コンクリート埋設部 251.6 243.5 8.1(3.2) (54/12) 

初期張力導入時 (55/9) 回 H

II 理論推定値
250 202以上 48 以下

~1 ー句
(上記 Iに対するもの) 主塔完成時 (56/4) 

主熔

オイルグンパ

重錘

所要有効張力P，=160(つり橋完成後)
PC標準仕方書の係数から POを設定

皿設計値
所要初期導入張力 P， =250 

-コンクリートのクリープ、乾燥収縮による減少=7f

-ボルトのりラクゼーションによる減少=7.5 圏一 9(a)4 P主塔制掻装置

給水上の問題から取り止め、輸送直前に工場で水洗いを

行う方法とした。なお、海上輸送時の塩分付着を避ける

ため、部材をオーニングシートで覆い、防護した。

現場塗装は、直前に塩分付着量の測定を塩素イオン検

知管による簡易法で、行い、 100mg/m2以下であることを確

認した上で実施した。規定値を上回る箇所は主に斜材お

よび水平材の交点部で、塩分除去にはディスクサンダー

およびウエスを用いた。

4.9 主塔架設時の耐風対策

ケーブル張り渡し前の主塔は、剛性が弱く比較的低風

速で渦励振振動が発生することが風洞実験および過去の

実例等で報告されている。この架設時の危険な状態は架

設作業の障害となるばかりでなく、主塔およびクリーパ

クレーンなどに損傷を与える恐れがあるので、十分な制

振対策を必要とする。特に架橋地点は、本四ルート中最

も風の強い地域にあり、かつ地形上より橋軸直角方rilJの

風が卓越していることから、この渦励振振動の発生する

可能性が極めて強いため計画当初より制J反対策には慎重

を期した。

まず、作用空気力(励振力)の正確な情報を得るため

に架設各段階も含めた主塔の風洞実験7) を行い、また制

振機構の理論解析結果との検証を行うためにロープ系全

体を含む制振機構実験を実施し、最終的にオイルダンパ

と重錘を組み合わせた制振装置を設置した。図-9に3P、

4Pで採用した制振装置の概略を示すO

なお、実風による主塔の挙動と制振装置の効果を調べ

るために長期間の現地観測を実施した。期間中、多数回

の季節風および数凶の台風に遭遇したが、その問、制振

装置が有効に作動したことを確認できた。

5. 今後の検討事項

本橋主塔工事の経験から、今後の同種工事でさらに検

討することが望まれる事項等について以下に記す。

(1) 設計関係

1) 縦リブのメタルタッチ

切削加工において、縦リブは自身の剛性が弱し、ため、

塔主板に比し多大の労力を要する O また、架設において

は塔主板が接触する前に縦リブ同志が接触するために、
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③ 
1 =31)田

主塔

オイルダ/パ

図-9 (b)3 p主塔制振装置

塔主板のメタルタッチが困難なケースが多かった。した

がって、できればメタルタッチを考慮しない方針で設計

することが望ましい。

2) 底根元1アンカーボルトイしのクリアランス

アンカーボルトの大曲がりに対する製作精度を考慮、し、

設計上問題のない範囲内で、できるだけ余裕をとること

が架設上より望ましい。

3) 架設時の危険作業を避ける構造の設計

設計の計画段階で、 Ld己の工夫を行うことが必要で、あ

るO たとえば、塔柱の縦判事子を塔の内側に配置すること

により、塔外面のボルト締め足場を省略できるだけでな

く、作業の安全と能率のrilL上.に役立つ3)これは関門橋以

来ほとんどの吊橋で採用されている好例であろう O

(2) 製作関係

1) HBS鋼板品質基準と製作精度決準の整合性

特に製作精度に大きな影響を及ばす板厚公差と平.w.度
について、 HBS鋼板の品質基準と鋼橋等製作基準に規

定されている各構造の製作要求精度とを整合きせる必要

がある O

2) 鋼橋等製作基準の精度規定

|瓦j基準の精度規定のrflには、その精度の必要性の根拠

が不明確なものも見受けられる。たとえば、断面寸法の

升谷差士 2mm~ま単セルに対する規定と考えられるが、こ

れを 3セル1体断面にも適用すると非常に厳しい。この

場合、寸法精度よりも隣接する部材間の利付、I差を規制し、

継子部の目違いを少なくする }jが現実的、かつ合理的と

考えられる O

(3) 架設関係

1) ガイドレール盛リ符え作業の安全対策

同上の作業は、足もとが悪いため危険作業となり、
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かつクリーパクレーンの下側にあるガイドレールの取り

外しは同クレーンのステージング部が邪魔になり困難を

極める。力、、イドレールの構造も含めて検討の必要がある。

2) 超高所での部材吊り上げ時の動揺防止対策

本橋の場合、惜しみロープを取げ)、かつウインチに

てバックテンションをかけながら吊り上げる方法も試み

たが、部材の揺れおよび凪転を押えることは極めて困難

であった。安全土からも今後の検討課題である O

3) 塔作業足場のプレファブ化

超高所での取り付け作業および架設完了後の撤去作業

が容易であり、かつ長期間の強風下においても耐えられ

ることが前提条件である O 本橋の場合、従来と同様に高

所で足場板を番線で胡縛する方式によった。この方式の

欠点は、①本主塔がT字形断面塔柱であるため足場板の

取り付けが容易でないことと、②冬期季節風時に足場板

を固縛している番線が緩み、足場板の落下の危険がある

ため絶えず修復に手がかかることであった。また、風が

吹いている時は、緩んで危険なことがわかっていても、

修復作業ができず手の施しようもない。

改良案として、塔柱断面形状に合わせた軽量アルミの

プレファブ式パネルを工場製作して現場でボルト接合す

る等の方式が考えられる。費用もかかるが安全には代え

られない。

4) 架設機械設備の現場適合性

クリーパクレーン等は、機械、電?気、鉄鋼の三部門の

合作製品であるが、現場での土木的使用条件に適合した

ものでないと、トラブル発生の原因になり、工程のネッ

クにもなりかねないので、この点を設計段階で十分配慮

しておく必要がある。

5) 電気系設備の塩害対策

海上工事におけるモータ類、受変電設備、電気配線等

は、常に波しぶきや潮風を受ける環境下にあるため、故

障を起こしやすい。ひとたび電気系統にトラブルが発生

すると、特注品である場合には容易に代替品で急場をし

のぐこともできず、修復に手間取り、工事進捗に思わぬ

障害となる。したがって、計画段階でこの点の養生対策

を十分検討しておく必要がある。

6) 吊天秤、吊ピースの設計方針

特に潮流条件から部材の水切時間に制約を受ける海域

では、動揺する船上で敏速、安全に台付け作業ができる

構造、つまり、軽量で取り扱いやすい構造であることが

望ましい。

7) 精度管理用計測システムの開発

主塔鉛直度(つまり、水平偏心量)の検測は、トラン

シットでターゲットを視準し、ターゲットの位置で偏心

量を読み取ったが、塔高が高まるにつれ、視準精度が悪
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くなること、および塔柱作業足場等が視準の障害となる

欠点がある。 1試案として、塔内エレベータ孔を利用し、

塔頂から塔基部に向けてレーザービームを発射すること

により偏心量を測ることが考えられる。

次に、橋脚コンクリート上面仕上げの検測は、 250mm

ます目の交点(約900点)を 1等水準儀で測定したが、

計測点の多さ、精度の厳しき等で多大の労力と時間を費

やした。今後は、ダイヤルゲージでトレースするなどの

自動記録計測方式による、短時間で高精度の検測が可能

なシステムの開発が望まれる O

6. あとカずき

以上に大鳴門橋主塔の製作・架設工事の概要について

述べた。本報告では、紙数の制約もあり、テーマによっ

てはかなり割愛し、十分に意を尽すことができなかった

筒所もある。しかし、工事における主要点、ならびに今

副の工事を振り返りさらに検討が望まれる事項等にはほ

ぼ触れたつもりである。今後の同種工事に役立てば幸い

である。

本工事は、鳴門海峡の苛酷な海象・気象条件の下で展

開された特殊大型機械を使用した超高所作業工事であり、

かつ高い品質と精度が要求された大規模工事で、あったが、

所期の成果を十分に達成することができたと考える。

終りに、本工事の設計、施工にあたって、御協力、御

指導をいただいた関係各方面の方々に紙上を借りて厚く

御礼を申し上げます。
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吊橋主塔架設時の制振対策
Wind-induced Oscillation Control 

of a Long-span Suspension Bridge Tower under Construction 

坂出工事事務所第五工事長代理 成井 信
Sin Narui 

設計部設計算ー標 金崎智樹
Tomoki Kanazaki 

1. まえがき

長大吊橋主塔の架設は 一般にクライミングクレーン

を用いてブロックを積み上げる工法が用いられるが、主

塔架設後半より主塔が完成しメインケーフ。ル工事が行わ

れるまでの聞は、塔高が非常に高く、可携性に富む状態

が続く。このような状態の時に橋軸直角方向からの風(10

-20m/sec)を受けると、主塔は橋軸方向に曲げ振動を起

す可能性がある。これは渦励振振動と呼ばれるものであ

り、断面から剥離したカルマン渦の発生周期と構造物の

固有振動数とが一致した時に生ずる一種の共振振動であ

る。過去にこのような振動が生じた例として、英国のフォ

ース道路橋があり、風速10m/sec前後で、塔頂片振幅が1m

に達したとも言われている。このような振動は、架設時の

作業性に障害を与えるだけでなく、主塔本体及びクレー

ン等の架設機材に損傷を与える恐れがあり、何らかの方

法で制振する必要がある。構造物の渦励振対策としては、

次のような方法が考えられる。

(1) 構造減衰を大きくして振幅を減らす。

(2) 断面剛性を大きくして共振風速を通常発生しない

高風速域へ上昇させる。

(3) 主塔断面の空力特性を改善して励振力を減らす。

上記のうち、 (2)の方法は現実的な対策とはなり得ず、

(3)の方法は種々の研究が行われているが、採用に至るま

でには問題が多い。従って、 叶立には(1)の方法が主塔制

振法として用いられている。

現在、本州四国連絡橋のうち凶島大橋 (250十770+250m)

及び大鳴門橋 (93+330 +876 +330m)はメインケーブル工

事が始まったところであり、それまでの独立塔の状態では

制振装置が設置されていた。本文は、これら制振装置採

用に至るまでの検討経緯、風洞実験、現地振動計測等を

合わせて報告するものである。

2. 制振装置の形式選定

吊橋主塔架設時の制振装置として検討対象としたのは

以下の方式で、ある。

①スライディングブロック方式

①スライテVンク。フ。ロック方式| ②水中ブロック方式

表 1 制振方法の比較一覧

④油圧j成it機万式ぽ)スライテ。イ/グフーロックと

唱ノ油圧減衰機の併用方式
⑤油!土j成衰機に天秤を

組合せる方式

ケノ

(

ソ

E
M」
一

方

レ、

i
i」
A
ι
-

プ

一

ー

ト

一

一

すべり台

制振法

フ事ロックとすべり台の聞のク|水の粘性抵抗により、減衰性|ブロックとすべり白の聞のク|油の粘性抵抗により、減衰性 1i自の粘性抵抗により、減衰性
ーロン摩擦により、減衰性を lを振動系に付加する。 1ーロン摩擦および、油の粘性|を振動系に付加する。 1を振動系に付加する。

振動系に付加する。抵抗により、減衰性を振動系ブロックの振幅は天秤によっ

〔施工例に付加する。 1 (施工例て縮小きれ、油圧減衰機の振

〔施工例 南海大橋 困島大橋(2P) 悩となる。

フォース道路橋関門橋

平戸大橋因島大橋(3P)

l従来の施工例が多い。 11ある程度の大きさの水面と 11スライデインクーフ'ロックに 11制仮装置による減衰効果の 11制動装置による減衰効果の
2クーロン摩擦係数の値の設|水深が必要である。 1 おけるクーロン摩擦のはら|定量的把握を精度よく行う | 定量的把握を精度よく行う

定および維持にばらつきが12減衰効果の定量的な推定を| つきを油圧減衰機により補| ことができる。 1ことができる。
特 徴| ある。そのため減衰効果の|理論的に行うことは困難で | 完しようとするものであふ 12油圧減衰機のストロークに'

定量的な信頼性に乏しい。 1ある。 12油圧減衰機のストロークに| 問題がある。
3ブロックの作動性に問題が 問題がある。 1 (③と同様の理由)

ある(静止摩擦と運動摩擦)
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②水中フ'ロッグ方式

③スライデイングブロックと油圧減衰機の併用方式

④油圧減衰機方式

⑤油圧減衰機に天秤を組合せる方式

これら制振装置の概要を表-1に示す。スライディン

グブロック方式は ブロックとすべり台の聞のクーロン

摩擦により減衰を振動系に付加するものであり、フォー

ス道路橋、関門橋、平戸大橋がこの方式で架設された。

水中ブロック方式は 水の粘性抵抗により減衰を振動系

に付加するもので、例として南海大橋がある O スライデ

イングブロックと油圧減衰機の併用方式は、ブロックに

おける摩擦のバラツキを油圧減衰機により補完しようと

するものである。油圧減衰機方式は、油の粘性抵抗によ

り減衰性を振動系に付1JOするもので、天秤併用方式は、

天秤を使うことにより油圧減衰機のストロークを小きく

したものである。

3. 大鳴門橋主塔

大鳴門橋は、本州、|四国連絡橋のうちで耐風設計J-.最も

厳しい自然条件下に架設きれる橋梁である O 台風の襲来、

季節風の吹送の機会が多い為、本橋は、 3ルート中で最

も苛酷な設計カサ都、られている O これはいj時に、架設段

階でも慎重な検討を必要とすることを怠味する O 以ドに

大鳴門橋主塔の耐風制t反対策の概要を紹介する O

3.1 風洞試験による架設途上の主塔の対風応答調査

(1) 主塔架設段階と共振風速
一般に、塔状構造物に発生する風による振動は、 j品)J}jJ

t辰と不規則振動であるが、本橋主塔の場合には、橋軸l立

角方向からの気流による渦励振に主眼を置いて検討が行

われた。図-1は、主塔架設段階ごとの曲げ固有振動数

とそれぞれに対応する渦励振の共振風速をとりまとめた

ものである。それによると、主塔の架設が進むにつれて

固有振動数が漸次低下し、渦励振の共振風速も低下する

ことが判る。すなわち 第8$支目で53m/s、第13f支目で

19m/s程度の共振風速が予想、きれ、したがって塔高が増

えるとともに制振装置の必要性が高まることになる。

(2) 風洞試験

主塔の模型が、凶-2に示すように実橋寸法で主塔高

き72.95m、96.95m、125.93m(全段架設時)の3種類の

3次元弾性体模型にて製作され、 ー様流中での風洞試験

が行われた。なお、縮尺は1/38であり、クリーパークレ

ーンも同縮尺で剛性を合わせて作成された。さらに、模

型は、主t塔苔の曲げ振動および

質量、外形寸法その他が相似となるように製作きれてい

る。風洞試験によって得られた振幅と風速の関係は、図

-3のような傾向を示した。すなわち、低風速で曲げの

限定振動が発生し、これより高い風速でねじれの限定振

動が発生する O また、それぞれの限定振動の発生する風

速の1/2~1/3の風速におし、て、それぞれ同じモードの限定

振動(第2限定振動)が発生する。次に、構造減衰の変化

により共振時のピーク振幅が変化する状況が風洞試験に

より調べられた。その結果をまとめたのが図-4 (ねじ

リ振動については省略)であり、この結果に基づいて制

振装置が必要とする減衰性能が求められた。

(3) 架橋地点における強風の特性

UJ~ 門海峡は、季節風(特に冬期)が強く、しかも橋軸直

角方[(IJの風[(IJの確率が大である。その例として、凶-5

に門崎(工P.32m)における 1日の風[(IJ風力凶を示すO こ

t菩

B一一司』

長J長侵害長室グ〉

出国
~宵架又~佐L 

凶出
bくi =ツσU小【ココ3 、3 

ト=-:1~ トー一ーー 一 ←一一ーー ←一一 トー一一一-

概略txl t>< bく × t>< t>< × 
"///ノノ '/  '//ノ '〆〆 'ノ

存架設段 第 7段 第 Rji( 第 9ji( 第]()段 第10)立 第II段 第12)i( 第12段 第131i( 第131'i( 第13段|

(CRの有無) 有 有 fl 有 4ミ ti 有 合企 {y 無

VH(m/Sl 71.5 53.3 40.1 30.2 29.2 27.3 21.5 20.9 19.0 17.0 18.2 

VH状態での 1.17 0.91 0.71 0.!;6 0.54 0.44 0.37 0.35 0.33 0.29 0.34 
振動数(HZ)

VT(m/Sl 153.8 109.2 81.1 59.9 64.6 36.6 40.8 46.1 41.5 .44.5 49.2 

VT，状態での
1.92 1.42 1.08 0.83 0.90 0.74 0.61 0.70 0.64 0.69 。74

振動数(HZ)

』園田一 ーーーー」ー Lーーー

図-1 主塔の架設段階別振動特性
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IH=125.93mJ 
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(H=125.93・)

図 2 大鳴門橋主塔の風洞模型(縮尺1/38)

れよりわかるようじ、主塔の橋軸直角方向がNNWであ

るのに対して、鳴門海峡中央部の風もそれに近い風/l1Jの

ものが卓越するようである。一方、鳴門海峡は、紀伊水

道と直結し、春 a番や台風の影響を受け易い地点である

ことも配慮する必要がある O

3.2 制振装置の設計と現地設置

(1) 制振装置の必要性

前に述べた主塔の耐風性と現地の強風特性の調査結果

に基づく次の諸理由から、 3P、4Pとも何らかの制振

装置の設置が必要で、あると考えられた。

a) 制振装置の必要期間が長いこと

風洞試験によると、塔架設高が比較的低い時点より渦

励振が発生するので、制振装置が必要な期間が相当長期

間となる。すなわち、塔頂7段架設完了時 (H=72.95m)

以降において共振風速が季節風風速(V10 = 35. Om/s)の

範囲内となる。

b) 渦励振振幅が大であること

風洞試験によると 模型の対数減衰率を実橋の設計条

件である o=O.Ol(制振装置のない状態)に近づけよう

とすると、振動振幅が非常に大きくなり、模型破J員の恐

れもあるため風洞内模型では最大振幅を出現し得なかっ

たが、大体の見当をつけるため外挿して最大振幅を推定

すると実橋換算片振幅は 6m前後となり、主塔は到底強

度上耐えられないことになる O

c) ねじれモードの渦励振振動も発生すること

風洞試験によると、主塔は曲げモードの振動のみでな

く、ねじれモードの振動も発生するので、制振装置とし

ては曲げ、ねじれ両モードの振動を制振する機能を有す

ることが必要で、ある。

(2) 制振装置の設計条件

制振装置の設計条件としては、次の事項が取り上げら

れる。

a) 設計風速

イ)台風期 V10壬48.4m/s 

(海面上10mにおける既往最大風速)

ロ)季節風 V10豆35.0m/s(海面上10m'こおける風速)

ハ)基準風速(V10)と設計風速の関係

No. 21 '82. 7 
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振幅と風速の関係

共持i
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図-4 対数減衰率と撮幅の関係(曲げ振動)

図-5 大鳴門橋架橋位置における風向風力図

設計風速 =νlXν3X V10 

レI、レ3の定義は本四耐風設計基準による

共振風速が設計風速以内の場合には制振装置が必要で、

あるという条件より、制振ロープ取り付け位置が決めら

れた。

b) 渦励振振幅およびストロール数

大鳴門橋主塔風洞試験の結果を採用した。

c) 架設時主塔の対数減衰率

o = 0.01 
d) 塔fU許容振幅(汁容加速度)を決定するための条件

イ)主塔の構造各部を許容応力以内に収める。

ロ)クリーパークレーンが主塔に設置されている場

1}(こは、

曲げ振動に対して O.4g 以下

ねじり振動に対して 0.6 g 以下

ハ)クリーパークレーンの相対強制変位を
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0.13m以下

ニ)共振風速が16m/s以下の場合、

作業員に対する影響を考慮して

0.1 g以下

以上の設計条件をもとに、主塔の渦

励振動に対して制振装置を設けない場

合の塔頂振幅および制振装置を設けた

場合の塔頂振幅の関係を示したのが図

-6である。

(3) 制振装置の形式選定

現地の地形条件、主塔の振動特性を

考慮して、両主塔に対し表-1に示し

た検討が行われ、その結果、油圧減衰

機に天秤を組合せる制振装置が提案き

れた。その概要を図-7に示す。これ

らの提案に際しては、解析方法や性能

確認実験について特別の配慮がなきれ

ている。さらに、本装置の作動状況を

確認して今後の同種の架設工事への参

考資料とするために、因島大橋主塔の

場合と同じように、塔の対風応答現地

観測が実施きれた。これらの観測結果

は現在解析中であるが、塔の対風応答

は風洞試験とよく一致し、制振装置も

期待した効果が得られたようだという

中間報告もされているが、詳細は他の

機会に報告することにする。

4. 因島大橋主塔

0 
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制振装誼を設けない

場合の塔頂振幅
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塔頂許容振幅
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図-6 各架設段階における制振装置を段けた場合および設けない場合の
塔頂振幅(曲げ振動)

因島大橋は、本州四国連絡橋の長大吊橋の第ー号であ

る。その主塔架設については、 2P、3Pの両側が同時

に立ち上がるのではなく γ ・方が完成した後、他方の塔を

架設することになるので、主塔独立時の期間が長くなる。

従って、その聞の耐風性については十分な配慮が必要で、

あり、ほほ、同じ規模と形状を有する関門橋の風洞試験結

果を参考に種々の検討が行われた。また、制振装置の効

果を確かめる目的のもとに 風と塔の運動とについて現

地観測が実施された。本橋については、現地観測結果を

中心に報告する。

転向シプ

ンヤソクル継子(シンプル使用)

7リゾプJf的

図-8 制撮装置ワイヤロープ張方図
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図-7 大鳴門橋主塔の耐風制限装置

4.1 主塔3P

(1) 制振装置及び観測装置

主塔3Pにおいて採用された制振装置は、スライデイ

ングブロック方式であり、その概要を図 8に示す。 一

方、風速及び主塔3Pの振動応答観測は、図-9に示し

たような超音波風速計、コーシンベーン風速計、加速度

計、傾斜計及びスライデイングブロックの変位を測定す

五十器No.

2 1 

3 ~加速度計

4 I 僑軸商〔角方11，))

6 ) 

7 変位計

8 傾斜計

9 コーシンベ ン風速計

10 起音波風速計

〔制振装置〕

10 9 

計測器の配置

本 技 報四



(2) 観測結果

図-11に、風と主塔振動応答との関係を示す。図に示

きれるように、観測された応答振幅の最大値は、約77佃

(片振幅)に達している。振動応答は、平均風速約10m/s

の場合に、また、風向については橋軸直角方向i::5。の範

囲で大きな振幅値を示している。北側塔柱の塔頂変位、

スライディングブロックの変位および風向風速の同時記

録を図-12に示す。また、図-13は、制振装置をセット

した場合の共振状態における塔頂変位とスライディング

ブロック変位とを比較したものである。一方、制振装置

るための変位計によって実施された。なお、主塔の橋軸

方向と方法を図ー10に示す。

橋軸直角方向，~m"" I 
… 28・今

因島慣IJ

をセットした状態では、片振幅40佃を超える振幅は観測

きれなかった。また、スライディグブロックは、塔頂変

位が片振幅約20仰を超えると動き始め、塔頂の運動と同

調している。これらの観測結果は、この制振装置の効果

を示すものと考えられる。

橋軸方向と方位

|・…制振装置セソト

1 0 …Free状態

図-10

(咽)

80 

4.2 主塔2P
(1) 制振装置及び観測装置

主塔2Pの耐風制振装置には、図-14に示きれるょっ

にワイヤ一端にオイルダンパーと重錘とを組み合せた方

式(便宜上ダンパ一重錘方式と呼~)~')が採用された。な

お、索の張り方や重錘重量が種々検討きれ、重錘重量は

5 ton、索は径33.5mmが使用された。

測定項目は、塔頂部での風向、風速、振動加速度、変

位、分枝索下端の張力、夕、ンパーストロークの6項目で

あり、 3P同様、必要な計器が設置きれた。

(2) 観測結果

観測期間は、 1979年10月から1980年2月に至る約4.3ヶ月

20(m/s) 

平均風速と応答振幅の関係

。(~分平均風速 7 -1吋
のデータを対象とした。

。

。。。
。
・・ . 

-"・ 7・.・ ・・
.〈1...・.・7・...~ 
"・。. ・・ ・ : ・ .・

.:;-・
10 15 

10分平均風速
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季節風時の振幅、風速、風向の関係図-12
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であった。観測期間の後半部は、主に冬期の季節風が作

用したが、その風向は北西~西風が卓越しており、主塔

2Pの橋軸直角方向から約1T~52。ずれていることから、

渦励振が比較的生じにくい状態にあったものと思われる。

得られた観測結果の概要は、以下の通りである。制振

装置無しの状態(制振索を十分緩めた状態)では、最大

塔頂片振幅は約17仰であり、その際の平均風速は約8m/s 

であった。このときの塔頂加速度の記録を図-15に示す。

さらに、図-16は、制振装置の作動状態を示す記録であ

るが、塔頂振幅が大きくなるに従って分枝索の張力も大

きくなり、あるレベルを超えるとダンパーが作動し、制

振効果を発揮している様子がうかがえる。なお、この制

振装置が作動した場合の塔頂振幅、分校索張助、ダンパ

ーストロークについての実測値と理論値との比較を表

2に示しておく。

卜iWJi:索¥:13. 5μ) 

14OX R 

i成衰総決.L. .fi鋒 5ton 

オイ'しダ/パ{り段階"f変式、ストロ ケ土35叩)

図-14 ダンパ一貫錘式耐風制掻装置(因島大橋 2P)

冊 /S2
+29.4 

(0.03 g ) 

。()3gレシ，: I 0.03 gレン/0.10 gレ/ジ

29.4 

褒-2 制撮装置作動時のデータと理酋値

一一一一一 実isIJ値No.106 実測値No.109 理論値

軸直角 軸直角

風 前] -N 15
0

W キ N 15・w (N280W) 
風 速 V(m/s) 9 -10 8 -10 9.36 

塔頂振幅Ar佃 7.4 7.4 9.7 

分校索*力 Td3 kg 380 353 394 

ダンノfストローク.AD cm 約 10 約 10 9.5 

5. あとがき

以 I二、大鳴門橋主塔については、制振装置採用に至る

検討経緯を、凶島大橋主塔については、現地観測結果を

まとめた。これによると、風速、風rilJ、継続時間が一定

の条件を満足すると、塔には限定的ながらかなりの振動

が発生する可能性があることが判った。また制振装置の

取り付けにより、その振動が軽減されることなどの事実

もある程度定量的に確認きれた。

従来、この種の検討資料がはとんどなかった実情を考

えると、これらの観測結果は、架設時主塔の耐風対策を

確立する上での貴重な資料であるといえるであろう O

なお、本報合をまとめるにあたり、土木学会・本州四

国連絡橋耐風研究小委員会の先生方には、有益な御助言

をいただいた。厚く御礼申し上げる。

参考文献

1) 本州四国連絡橋耐風研究小委員会、本州四国連絡橋に関する

調査研究報告書、昭和56年 3月、土木学会

2) 凶島大橋塔の振動観測、昭和56年 7月、本四技報

3) 大鳴門橋主塔風洞実験、昭和56年 4月、本四技報

図-15 塔頂加速度 (1980.2.げげ:17制援なし、風7-8 m/s) 

十7八八八八八八八八ハ八八八八八八八八f¥A八八八八ハ八八八八八八八八八川八
~I v v v v v v v v v v V V V v V ¥/ V V v v v v v V v v V V V V v V V V V V ~ 

M~ f\;， ~MMÅA 州川品川"~川ハ M~ ハハハハ AMh川川 i
グンパストローケ (I¥t榊晶記録)

畑
作
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図-16 制掻装置作動状況(1980. 1. 30， 16: 30、制撮あり、風9-10m/s N150 w) 

22 

8.1咽

本 四技報



YL (万 1(，三 G 7卜

門崎高架橋岩ケーソン施工報告
Construction of rock-excavated caisson for Tozaki Viaduct 

鳴門工事事務所第四工事長 宮下 力
Chikara Miyashita 

鳴門工事事務所 第四工事長付 土居敏彦
Toshihiko Doi 

鳴門工事事務所 第四工事長付 矢野保広
Yasuhiro Yan。

l まえがき

門崎高架橋は、本州四国連絡橋神戸 ~p.f.;門ルートのう

ち、大鳴門橋に接続する淡路島側の橋梁で、橋長1009.5m

の3径間連続及び4径間連続の鋼床版箱桁橋である O 当

面の工事は、道路4車線の暫定施工であるが、基礎工は、

将来の追加工事の困難さから完成時(道路6車線、新幹

線複線)の形で施工することとしている O

本礎工は、 8 基のうち中聞の基礎工 6~~ (T2P-T 

7 P)が海上にあり、築山形式のニューマチックケーソ

ンである O 設計は 暫定時・完成時とも安定.が満足する

ように考慮しており、また、海!えの深い側においては、

支持岩盤が海底から浅く、かぶりを大きくできないため

直接基礎の設計法を採用している。

現在、ニューマチックケーソンは地工完 fしており、

橋脚工事が進んでいる。方、上部工の製作も進めてい

る。この報台では、おのrt1に沈下したニューマチックケ

ーソンの設計・地工の報;ftを行うこととしたL、。

1115  

一一一ノ

TP--6.OOO 

図-2 門崎高架橋断面図

至神戸

2. 設計

2.1 地形・地質及び海象

門崎高架橋は、門崎という岬の南側に位置している O

この門崎は、淡路島の最南端にあり鳴門海峡に[ilJって突

きtHた申日150m~ 200m， f票高50m-70m、長きネヤ1kmの

紺I:bf:~、岬である。 )f~盤は和泉!再であり、北東から南丙方

[ÎIJへ走 [ÎIJ があり、南側すなわち門崎高架橋側に40度 ~45

度に部ちこむいわゆる流れ盤となっている。 地質は、 rt1

F主代白亜紀(7，000万年前)の和泉層群に属し、 H、行.;t計

及びそれらの10再より成っている O

ト.部工位置では、転イiがあリ層厚は 3m- 7mある。

転石は、短径20cm-60cm、iと径50cm~ 150cmのものが多

く分布する O 岩のコアー強度としては、砂告2，OOOkg/cm2

-1，000kg/cnr、ti~'~ 1，000 kg/cm2 - 200 kg/cぼであるが岩盤

としては、:異方↑t不均't't'ltに};fみ[学的に扱いにくいも

のである O

波は、 rii風が吹く字国jで大きく、存-番の吹く 3JJ頃

の波、夏の土HJi皮、 Ti}瓜の襲;>f去の終る10月までの波とい

うように波・うねりが大き L、。この地域で、公[.jjが観測し

た最大j皮肉は、!日j崎先端で6.7m(B日和55年9月)係崎先端

では7.1m(昭和154年3H)となっている。門的の汀椋[i付近

での波の様相lは、比較的長川則の波が押し寄せ、水深の

浅い汀線附jJj:で昨波となり、門山寺があるため反射波を引

き起こすことになる。このため、海峡白[)分より波のμ響
は人-きし、。参J号に基本風速と ~i2:lit-i.皮を表-1にノJ~すO

表一 1 基本風速と設計波

!重L 日.，えし ィ皮
|ベうf l'μ礼JtJJliiJ

)，~牛:}垂U宝 (VIO町、) 土JLf也h土大11支，'，':jHmax(m) }，';J知j(千ψ)

水火憐/t.物 150 '1 50 10.0 1l.0 

I 6 今 !J 43 6.0 7.5 
!it¥j 

ち.53 ヶ 1] 7.5 
II 33 
1 'r 1 J 4.5 7.0 

H与ト一一一目
III 1 jlM liiJ 22 3.5 6.0 

同⑪ ⑪ 。⑪ 
図面側橋架高。晴図No. 21 '82. 7 23 



2.2 般計

上部工反力は、最大値を示せば完成時鉛直反力11，500t 

(T 6 P)、暫定時鉛直反力 4， 200 t (T 6 P)であり、完成時

地震時水平反力 7， 000 t (T 5 P)、暫定時地震時水平反力

3 ， 100 t (T 5 P)となっている。安定計算では、安定条件

のうち地震時転倒に対する安定条件がきびしく、この条

件によって基本す法が決定きれた。

なお、底面高は水深の深い所では海底から比較的浅い

深度で支持地盤が得られるため、少しのかぶりを考慮、し

て水平底面として決定している。洗掘防止については、

締切堤など築島を永久的に存置することで対処する考え

方である。ケーソンの基本寸法を表-2に、数量を表-

3に示す。

褒-2 ケーソンの基本寸法

ケラデ¥ 橋軸方|白j長き 橋軸直角方[i'jt毛き 高き

T2P 21 30 10 

T3P 12 30 12 

T4P 13 30 12 

T5P 28 30 15 

T6P 13 30 15 

T7P 13 30 11 

注)T 7 Pは地工時の底面高はT.P-6mに変更。

褒-3 門崎高架橋ケーソン数量褒

項 目 単位 T2P T3P T4P T5P T6P 

ニヨ 躯体・頂版 m' 3，540 2，820 3，010 6，670 3，490 

ンタリト 底 請m' 1，300 700 770 1，7ω 770 

中 詰m' 240 1，700 1，630 

中詰土砂 m' 830 930 

量失 051 79 32 179 

筋 その他 554 320 373 545 373 

刃口鋼材 74 61 68 85 68 

2.3 現場との関連

(単位:m) 

底面高(T.P) 

6 

- 10 

- 10 

一 10

13 

- 9 

T7P 備考

2，850 σ=24 ck 

770 σ=18 
ck 

7ω σ=18 d 

-1 S 030 

345 S 030 

Okg/cm' 

Okg/cm' 

Okg/cm' 

681 SS41 他

設計が現場と関連し、設計を確認した項目は、土庄の

偏圧、底面高、支持力、鉄筋応力、偏心量である。

土庄の偏圧を受けるとケーソンの基本す法が大きくな

るため、これを防ぐため山がせまっている T5P-T7

Pについてロックアンカーを打設している。和泉層は、

掘削等で手を加えると不安定な状態になりやすい岩盤で

あり、流れ盤側・受け盤側とも崩落等を起している例が

ある。走向に対して直角方向に掘削した場合のみ比較的

安定しているようである。打設した本数は表-4に示す

とおりである。

本数の設定は、ケーソンの外側面とケーソン底面から

岩盤の傾斜にそった面で囲まれている土塊が各面でせん

断されるとしτ本数を求めると、非常に膨大なものとな
る。しかし、ケーソンの沈下掘削によって、ケーソン直

上の岩盤にキレツが起り下方に変位し、逐次キレツまた

は変位の範囲が上方に移っていくと考えれば、最初のキ

レツまたは変位を押えれば岩盤の崩壊に至らない。この

後者の考え方を採用すれば本数が少なくてすむことになる。
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褒-4 ロックアンカー数量褒
(単位:本)

名 称、 T5P  T6P  T7P  合計

ケープルL=19，000 15 15 

" L =17，500 5 5 

" L =14，000 10 10 

" L =11，000 10 10 

アンカープレート 10 20 10 40 

スベーサー 40 80 40 160 

国【ιI、 座 10 20 10 40 

ロックアンカーの主目的は、土庄の偏圧防止であるが、

結果的には、うずしおラインの保護・関西電力鉄塔の保

議及び、作業の安全に大いに役立つている O

底面高の確認のため、ケーソンの施工前にボーリング

を行った。門崎高架橋の場合、環境庁協議等によってス

パン割・基本寸法が種々想定きれ、最終の基礎に対する

地質調査が不足していたことによるものである。結果と

しては、 T7Pにおいて計画高に対して良好な支持地盤が

あるということが判明したため、 3m底面高を上げている。

T7Pでは、躯体工を 3m短かくすることで対処したが、

工程に支障を与えないように処理できたのは幸であった。

岩盤の支持力を確認するため、ケーソンの沈下終了し

た時点で、ケーソン内で平板載荷試験・ブロックせん断試

験を行っている。それぞれ結果を表-5、表-6に示す。

表-5 平板載荷試験結果

No. 岩の種類 最大荷重(t/凶) 変形係数(kgj，αn')

1 砂岩 566 8，860 
T 
2 砂岩 566 4，060 

2 
3 頁岩 566 3，490 

P 
4 貢岩 566 3，890 

1 砂岩 1，188 5，600 
T 
2 砂岩 1，415 9，660 

3 
頁岩 1，415 6，240 3 

P 
4 頁岩 1，415 15，337 

T 1 頁岩 1，143 45，800 
5 
P 2 頁岩 1，143 26，560 

T 1 頁岩 1，143 22，820 
7 
P 2 砂岩 1，143 45，650 

注)1. 載荷板は φ30cmで、ある。各ケースとも降伏にいたっていない。

2. T3P No.lはフェーシング破壊

3. 変形係数は 500-600t/m'前後の街重で求めている。

No. 

T2P  

T7P  

表-6 ブロックせん断獄験結果

粘着力 (kgj，ぽ) I 内部摩擦角(度)
11 -.. 17 

18 - 57 

32 - 43 

49 - 70 

支持力として十分な強度を有していることが確認できた。

一般的には、砂岩の方が頁岩より強度が大きいが、ブロ

ックせん断試験の結果は逆転している。現場では、明ら

かにT2PからT7Pへ進むにしたがって、岩がよくなって

いくのがわかっており、その結果によるものと思われる。

この傾向は、平板載荷試験の変形係数からもわかる。

ケーソンの鉄筋は、ケーソンの施工中の応力状態で断
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面が決定されることが多いが、鉄筋応力を確認するため

鉄筋計を用いて応力を測定した。大半のデータは、引張・

圧縮の両域にわたる複雑な様相を示している。また、そ

の応力レベルは 700kg/cnr以内であり、鉄筋の許容応力に

比較して小きいが、設計計算値に対して比較すれば、説

明不可能な状態といわざるをえない。これは、設計計算

と異なって、コンクリートと鉄筋が一体構造として挙動

していることや、局部応力が発現していることなどによ

るものと思われる。

特殊なケースとして 1，000kg/cnrをこえるデータが2個

あるが、これはいずれも T2Pの鳴門側側壁のものであ

る。 T2Pの場合、ケーソンの高きに対して吊桁の高さ

が小きいため立体的な剛性が小きく、局部応力が極端に

大きく出たと思われる。結果として キレツが発生した

が、施工には特に支障はなかった。

設計の中には、施工偏心として30cmを考慮しており、

橋軸方向・橋軸直角方向ともケーソンの上の荷重によっ

て生じるモーメントを見込んでいる。施工誤差は 1mm~ 

249 mmであり、設計的には問題なかったといえる。

3. 岩ケーソンの施工

岩ケーソンの施工の作業子順のフローチャートを示す

と図-3のようになる。 ここでは T5Pを主にして、

かっ底詰、中詰までについて述べ、最後に被災について

述べる O

図-3 作横手順フローチャート

3.1 ケーソンの設備

ケーソンの設備は、送電設備、蟻装、残土処理設備と

なる O

送電設備は設計より 1m嵩上げ (TP十 6m)して、越

波の影響を考慮した。 uU:Eコンプレッサーはケーソシ内

の送気用に使用し、容量は飯古式によリ決定した。必要

送気量は82~88m3 /minであり、吐出量32m3/minのコン

プレッサーを予備を含めて 4台設置 (T5 P) して、停

電時の予備としてポータブルコンプレッサーを 2fi (送

気量計27.5m3 /min)設置した。高圧コンブレソサーは削

孔用ドリルの空気消費量により決定した。他にコンプレ

ッサーの冷却として冷却水量 1，040t/minの能力のクー

リングタワー型式の冷却設備を設けた。潮位差による圧

力管理は理論気圧よりやや高めの圧力をかけ、発破後ビ

ニールシートを張るまでは理論気圧をやや低めにし、ェ

アーブローを防いだ。圧力管理はi::0.1 kg/cm2程度である O

送電開始後しばらくはロックドアを閉めるため最低0.2

気圧以上送る必要があり、エアーブローが激しかった。

No. 21 '82. 7 

実績ではコンプレッサーは予備も含めてフル稼動であっ

た。送電設備を表一 7に示す。

蟻装として、ケーソン函内への作業員の出入り用とし

てマンロック、掘削土砂搬出にマテリアルロック、それ

に付随するシャフト、函内動力線、函内テレビを設置し

た。ロックシャフトの継目からのブローを防ぐためコン

クリート打設時に蟻装工を付け漏気に気を使った。マテ

リアルシャフトの設置位置は躯体側壁側に設置したため

躯体構築に邪魔になり何回か手戻りとなったので、シャ

フト位置は躯体中央にもってL、く事が大事で、あると思わ

れる o T 5 Pの蟻装設備を表-8に示す。

表 7 T5P送気設備

名 #[; 形 式 ム目レE 力 単位 使用数量

低圧コンブレソサー IHIW1l2-M 150剛、 4kg/crn' ぷι1、 4 

高圧コンブレッサー 11 100KW、7kg/(;m' 11 1 

11 11 75剛、 7kg/1αJ' 11 

ポータ7)1-コンブQレ、ソサー P 0 R600 S 7kg/crn' 11 1 

11 P 0 R370 S 7 kg/αn' 11 1 

レンーノ〈タンク 2.47 m' 11 6 

空気清浄~ A R22 5 kg/crn' 11 6 

アフタークラー L C A 0 710 11 6 

!五 t; 調竪~~ マスコン 世100 11 2 

ホスピタlレロソク 大引 ィ令H差かj付 11 1 

ホ ス関係 世4"X10kg/1口n'、 o2" |由bl古一フランジ 式 l 

同己 完E治1 世6"、O4¥oI"-2" 11 1 

1品度、 It:力符報装置 11 1 

駿素濃度自動記録計 11 1 

表 8 T5P犠装設備

名 称 形 式 単位 使用数量 備 J匝J 

マアリアルロソク A企 6 

マテリアルンヤ7ト 世1.2m、l二 2.0m 4: 36 f-1結ンヤフト1-24込必安

マンロソク 10-12' III 1よ 2 

マンシャフト 世=1.2m、lニ 2.0m 本 14 予備シャ7ト1-2本必要

スペンヤ!t-ンャフト 。=1.4m、l=0.5m 牛; 8 

ボトムドア 十文 全郎で2校使用

補強リング 8 

ゲージリンク ズ:~〆ヤノレ
/えヤフコトを/設クリ置しト干た丁の重量で断1未6ニ使ズ?用V-'I 

タソクスノぐソキシ 3/4" 町1 100 /スヤフプ7 コトンとのク気リ密用トとスペシャ"

ギノfソキン 十文 66 ンヤブ卜継t1のA省、用

ボルト 3/4"熱rHl鍛jEボルl A !主使用したものは舟使用Lr.

lJal削残土処理設備として i脚デリック、残土ホツノぐ一、

ダンプトラックを{即日し、 l主i内設備として湿潤状態での

乾式穴くり、 ili内ショベル (0.2m3積)をマテリアルロッ
クの数だけ1日立した。アースバケットは、 LJあけ人力掘

削時0.1m3、0.3m3を使用し、機械lJili削時には 0.5m3を

使1百した。凶-4に仮設備半I而似lを、ケーソン設備を写

真一 1に一心す。

なお、残土は蛇の鰭基地埋土に流用した。

写真一 1

ケーソンの設備

(T 5 P) 
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3 CT38ロー3C(力)

3CT 80口 3C(力)

11 14口 3C(士f)

IV 14口XI (E) 

g g g g g ~ 

6K<'CVIOO口一3C
プレ ブレ

IV 8口 X 1 (El) ルル/
ササ

残土ンュート

。
ヨEh以ニLZE
。。 。

3CT 50口 3C ( fJ ) 

11 14口-3C(士丁)

IV 14口XI (E) 

3CT 50口一3C(力)

11 14口 3C(士n
IV 14口 X1 (E) 

凡例

Eヨ動力、電灯、分電盤

Eヨ動力分電盤、動力操作惣

E 高圧電動機操作盤

図-4 T5P仮設備平面図

3.2 刃口金物のセット及びセントル

ケーソン工事に先だって、築品工事を行った。 TP+

2m までは濁水の少な L 吋毎自少を m~ 、て士里証少を行い、 T

P+5mまでは山土を使用した。 海底[雨は転石層のため

吸い出し防止にオレンジシートを敷いた。刃口のセット

高はTP+2mである O

刃口金物の製作精度は、プレートガーターに準じ、総

て工場で製作を行い原、f力[)工、 f反組を行って12ブロック

に分けて現場へ海上輸送した。

設置場所には整地及び組立白(レベル調整した盤木)

を設置し、クローラークレーンにより水切りした刃[j金

物を設置、調整した。現場接手部は裏当て材を内部に取

付け外部より溶接し、刃口内鉄筋を組み込んだ。

T5Pの刃口金物設置時、台風8013号 (55・9. 11) 

により、埋砂吸出し現象のため不等沈下し数ヶ所歪の発

生があったが比較的発生量が小さく構造上問題なく施工

できた。埋砂の吸出し防止、築島工堤体自身の防護等に

サンド、マスチソク、テトラポット等対処したが、完全に

は防ぎきれなく、最終的には砕石を投入し、設置高を確

保した。

セントル(作業室構築用支保工)については、 T2・

3Pはビティを用いたセントルであり、 T4P-T7P

は砂セントルであった。
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土砂セントルについてはセントル解体時の安全性とケ

ーソンの挙動に応じて解体順序を随時変えてしミく事が容

易である。

問題としては、土砂の締め固め、特に刃口金物付近の

機械施工が不十分で、、従来水締めを行うものであるが、

排水処理が不卜分であると、刃口金物にはらみ現象が生

じる。土砂を敷き均した後、足場板(20cmx 30mm)を45cm
ピッチで・方rt1Jに並べ、その上にコンパネ(厚12mm)を

敷き詰め天井板頂部の型枠とした(写真一 2)。

ふ3

写真一 2 土砂セントル施工中 (T5 P) 
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3.4 ケーソン沈下掘削

ケーソン沈下掘削は、躯体構築後セントル撤去から行

うが、作業スペースが狭いために人力掘削で行った。函

内掘削機の組立てスペースが確保された時点で、機械掘

削に切り換えた。

砂地盤での掘削及びアースパケット (0.5m3)への積込

みは、函内掘削機 (YMB-1200)で行い函外への掘削土

搬出は三脚デリックで行った。

玉石層では、アースバケット (0.5m3) に入る程度のも

のは、すべて函内掘削機で積込みが可能で、あるが、径の

大きいものについては、削孔機で削孔し、セリ矢もしく

は、ダルダ等で小刻して処理した。
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3.3 ケーソン姐体構築

まず、沈下掘削に入る前

にケーソンの躯体をある程

度構築して沈下重量を得な

ければならない。躯体コン

クリートの打設ロット割を

図-5に示す。またコンク

リート打設実績を表-9に

示す。

コンクリート打設は、コ

ンクリートプラント荷台にて

行い、能力としては公称

図 5 T5Pケーソン躯体
コンクリート打設ロット劃

刃口下に当っているものは、小径の場合であれば上記

の方法で割ることができるが、大きいものは苫Ijれでも刃

口下に残ったままとなることが多くケーソン沈下の障害

T5Pケーソン姐体コンクリート打設実績表 9

となるので発破で小訓した。

宕盤層の場合全面的に発破掘削となる。掘削順序は、

凶 6に示し、沈下掘削状況写真を!手真一 5に示すO

ケーソン内発破を行う場合、作業宅の湿度が非常に高

く、切羽は湿潤状態なので迷送電流を拾う恐れがあると

ともに、発破の通電時、結線部より電流漏洩をおこし不

発を生じる原因ともなるので、電気t吉管 1本で爆発可能

な導爆線の使用を計画した。

m'!hr) ゐト¥ 数量 (m') 打設数量(m
3
) 時間当リ (hr) 時間当り打設量(m'/

第lロッド
(960+271) (11: 30一十9:00) (83 . 5 + 30 .1 ) 

1，223.1 1，231 20 : 30 56.8 

第2ロッド 479.9 506.0 7 : 50 64.6 

第3ロソド 771.9 774.0 8 : 10 92 

第4ロッド 315.5 326.0 5 : 16 64.1 

第5ロッド 365.0 367.0 6 : 22 60.8 

d十 3，155.4 3，204 

I1水、硝出し、残半分内IJ干し発破

刃[1周辺及び中央部半分削孔、発破

90m3/h、最大120m3/h、無補給最大打設量1，200m3である。

プラント船より躯体下まではノfイプ配管を行いディスト

リビューターまたはコンクリートポンプ車を補助として

用いて打設した。打設状況を写真一 3に示す。

当初計画では沈下掘削前の躯体構築を 2ロットまでの

施工としていたが、蟻装の盛り返しのロスを少なくする

ため 3ロットまで打設を行い工期短縮を計った。

なお、 T5Pの天井板のコンクリート打設については

1，223耐と数量も多く、鉄筋も多いため2隻のコンクリ

ートプラント船を用いて施工した。(写真-4) 
11.水、硝tBし、刃[1ド浅い

刃[1下の当っている筒所・刃 [1同開削イL発破

写真 3 

姐体コンクリート打設

状況 (T5 P) 
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ケーソン掘削順序図

写真-5

沈下掘削状況

(T 5 P) 

図-6

写真-4

天井版コンクリート

打段状況 (T5 P) 
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沈下掘削時の土質変化は、準備工工事でTP+2mま

で投入した砂、その下には砂岩と頁岩の互層、また、転

石混りの土砂という地層であったため使用火薬の選定に

は、安全を考慮して後方、スの少ない2号榎に決め、発破

線は導爆線を使用した。

掘削作業は施工の状況及び地質の状態により沈下関係

図を適宜修正しながら行い、ケーソンの傾斜、移動回転

に注意し、急激な沈下を防止するための措置を講じなが

ら施工した。

沈下作業は自重及び水などによる載荷重及び摩擦抵抗

の低減などによリ行い、ケーソン本体の安全を確認しな

がら行った。載荷重は海水をポンプアップして水荷重と

して施工した。砂地盤で1[0の沈下深きが何凶か50cmを

こえることが庇ったが特に躯体に煩傷を与えることはな

かった。

ケーソン沈下掘削の進捗度を左右するのは刃日下から

の湧水を押えてドライワークが可能かどうかである。掘

削作業、削孔作業、発破作業いずれをとってもドライワ

ークと水中作業とでは著しく作業能率に差がある O

止水方法は直接的には刃日下部にボンド(コンクリー

トボンド)でビニールシートを振る方法と、刃口下に粘

土を詰める方法とがあるが、後者の方法は水圧が強い地

盤では、粘土をつめても水圧で押し流される事がある O

従ってビニールシートを張る万法が経験的にふきわし

いと判断される。ただし刃 LJ下発岐によって、刃口外に

掘り越した箇所があるのでこの空洞を埋めるために麻袋

をつめ、その上にヒ、ニールを張るとビニールを吸いこまれるこ

とがな川ビ、ニールの厚さは、作業気圧 1kg/Iαn2未満で、は0.5

mm(工業用)、 1kg/cm2以J-.て、は0.6-0.8mm (工業用)が適

当である。

3.5 ケーソン傾斜防止と変位

当工事の特色である傾斜岩盤層における大型ケーソン

沈設は施工上の最大の問題点であった。走行傾斜角40
0

-

45。とケーソン施工時における滑動が懸念される地盤の上、

海水汚濁防止という観点から築品中詰土砂にだJ--な海砂

を用いたことよリ刃口据付面下1.0mで岩盤の露出する山

側と、厚い砂層の海側とでは地盤支持力が著しく異なる

ために不等沈下が予想、きれた。特に初期沈下時には大き

な自重による二次応力の発生が考えられたので、傾斜防

止工を予め刃口金物に取り付けておいた。これは、支持

力の不足するのを接地面積を増す事で補うものである。

結果としては構造的には有効で、あったが、地下水位以下

になると余掘りをして、掘削面まで水位を下げるための

ビニールシートが張れずやむなくこの傾斜防止工を撤去

してサンドル(枕木を井桁に組んだ支保工)に切り替え

た。サンドルの場合組み払しが容易なので必要な箇所に

適宜組み直せる利点がある。 T5Pの大型ケーソンでは

両者を併用した。以上の如く慎重に対応したにも拘らず

ケーソンに多少の変位がみられた。表-10にケーソン変

位量を示す。
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褒-10 ケーソンの沈下誤差

(阻)直角方向

回転(平面図上)

傾斜
直角軸まわり

沈下高 (mm)

注)符号は次による。

① 付4神戸

山之
直角軸

僑
軸

(+)中鳴門

規定値

300以下

300以下

3'以下

1/100以下

1/100以下

士100以内

(+) 
海

T2P T3P T4P T5P T6P T7P 

16 25 -181 -48 ー42

12 44 63 102 249 149 

_0' 08' -0' 09' 0' 17' 0' 0 5 _0' 10' -0' 03' 

1/1，899 1/970 一1/1，429 1/3，棚 1/3.醐 1/750 

1/809 1/800 1/448 1/903 一1/764 1/342. 

一24 47 -49 46 -50 一32

②回転、傾斜は上方、始点側、山側から見た場合で、
かつ時針方向を正とする。

③沈F高l;i、計画高より一高いものを正とする。

3.6 岩盤清掃及び底詰・中詰

ケーソンが沈下完了すると 刃口部を急結剤とセメン

トの混合したシールコンクリートで刃口部シールを行った。

水中ポンプ、ウォータージェットにより岩盤を洗縦し最

終的には岩盤表面をスポンジ・ウェスにより溜り水を拭

き取った。 T5Pでは当初」部に転石層が予想、きれ設計

でも考慮、きれていたが、最終沈下掘削面が出た段階で転

石の露出があったものの 1m程度掘り下げた結果全面岩

着する事が出来た。岩盤清掃後、岩盤確認を行い確認で

きればケーソン底詰コンクリートを打設する o T 5 Pは

表-3のように数量が多く 2凪打設も考えられたが、工

程、品質管理の上から 1凪とした。コンクリートプラン

ト船の能力より、骨材水、セメントを補給しながら打

設準備を除いて朝5時から夜10時までの作業で、 1760m3 

(約 100m3/h)を打設した。

3.7 被災

台風8013(55年 9月11日)による被災は門崎高架橋橋下

部工工事に損害をあたえ、 T2、3P作業広場について

は、写真一 6でわかるように越波によるケーソン内への

土砂流入があり、水没した状態となった。 T4P-T7

Pについては、作業ヤード面積が狭い上にケーソン本体

写真-6

台風8013号(55.9.11)
による越波状況

(T 2・3P) 

部を除いた場所に三脚デリック、クローラクレーン、土

砂ホッパ一、コンプレッサ一等、仮設備を配置せざるを

得ないので越波による被災は大きかった。中でも、 T7

P、T6Pについては、太平洋からの波をまともに受け

床版飛散、コンプレッサ一室全壊、停電による函内への

水の充満のため函内掘削機の水没等海上工事の難しさを

知った。 T5Pでは刃口据付中であり吸い出しによる被

災があったが、復旧工事、取り片付けに要した日数は工程

本四技報



に大きな影響はなかった。

4. あとカずき

岩ケーソンの特徴は、発破を用いた沈下掘削と、岩盤

清掃後の支持面の状況にあると考えられる。

ケーソンの刃口付近に発破をかけ沈下させる状況は、

その瞬間ケーソンがピシッと音をたて最敬礼するがごと

くであり、次の瞬間ケーソンまわりから煙状の粉塵を吹

き上げケーソンが地中へ突き進むのがわかる。

岩盤清掃は、ジェット水できれいに仕上げ浮石をとり

雑布とかスポンジなどで最終仕上げを行う。最終岩盤確

認のためケーソンに入ると、それまでの粉塵のたちこめ

た状態とうってかわって澄みきった空気になっており、

刃口シールがあるためブローによる霧発生もない。岩盤

は、生れたままの姿を見せており、たたみの上を土足で

歩くがごとくおそるおそる歩いていることに気付く。ま

きに、門崎高架橋の歴史の重大な瞬間に立会っている緊

張感をおぼえる。

刃口の製作から沈下完了まで、安全で、!順調に終了した

ことを記し、報告の結びとします。

No. 21 '82. 7 
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撫養橋4Pオープンケーソン施工報告
Constructional Report on 4P Open Caisson of Muya Bridge 

大町武司
Takeshi Ohmachi 

武山哲郎
Tetsuroh Takeyama 

中尾俊哉
Toshiya Naka。

第七工事長

課査調

鳴門工事事務所

企画開発部

第七工事長付鳴門工事事務所

ソクケーソンの安定作業の範囲(安全で経済的な作業遂

行可能気圧はG.P.3kg/cnr以下と言われている。)を越えて

いるため、過去の実施例も多く、又経験の蓄積もあるオ

ープンケーソン工法によることとした。表-1に下部工

の概要と現場条件を示す。又、築島工は、現場条件を勘

案し、以下のように決めた。 2P、3Pは、(イ)海底地盤

の傾斜に十分対応可能で、あること、(ロ)堆積層が浅く、

矢板による締切りは不経済、(ハ)施工中に潮流の影響が

出来るだけ少ないこと、(ニ)水深に対応出来ること、同

海水汚濁を最小限とすること等の条件より、捨石とコル

ゲートセルの組合せによる築島工法を採用した。 4Pは、

(イ)堆積層の厚きが大きく、鋼管及び、矢板等の根入れに

問題ない、(ロ)近接構造物として仕切り矢板があるので、

施工範囲を極力小さくする必要がある等の条件より、鋼

管杭と覆工板による桟橋を築造し、ケーソンの外周は、

鋼矢板により締切ることとした。

まえカずき

撫養橋は、神戸~鳴門ルートの大E島 IC-鳴門 1C 

間 (7.9km)に位置し、大毛品と四国本土を結ぶ橋梁であ

り、昭和36年に徳島県が建設した小鳴門橋の東側に約

50m離れてはば;平行に建設される予定である。 上部工は

4径関連続鋼床版箱桁橋で、海中部に建設される 3基の

基礎は、 2基がニューマチックケーソン、 1基がオープ

ンケーソンとして計画された。昭和55年12月末に下部工

工事が発注きれ、現在(昭和57年2月)工事の進捗率は

約60%で、ケーソンの沈下掘削が鋭怠続けられている状

況である O 今回の報文は、地工の途次ではあるが太径で

掘削深度の大・きいオープンケーソンに着目して、仮設備、

傾斜管理、計測を中心として、以下記述することとする O

工事概要

30 

3. 4 Pオープンケーソン

3. t オープンケーソンの施工実績
橋梁基礎として、世=10mを超えるオープンケーソン

の施工事例はほとんどなく、平面積の大きいケーソンは
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置水深 (T.P.-6m)を決め、桟橋高 (T.P.+ 2m)を考
慮、して刃口全高を 9.5mとし工場製作することとした。

ほとんどニューマチックケーソンにより施工されている

が、沈下長の大きいものは、オープンケーソンによって

施工きれている。これらの施工実績1)を図ー 2に示す。

3.3 沈下検討

ケーソンの沈下式は次のように表わきれる。

Wc + Ww > U + F + Q 
ここに、 Wc:躯体重量 (t)

wu沈下時の載荷荷重 (t)
U 躯体に働く浮力 (t)

F 周面摩擦抵抗力(t ) 

Q 刃先抵抗力 (t) 

この関係を沈下工程に応じて表わしたものが図-4で

ある。沈下抵抗力の算出に当って最も重要な事項は、地

質別に設定されている摩擦係数(道路橋示方書、道路公

団、国鉄等における係数値を参考にして図-5の如く設

定した。)であるが、これはケーソンの傾斜が僅少で、、刃

先抵抗が全く無視出来る場合の値である o 4 Pケーソシ

の場合は、形状が円形であるために矩形断面と比べた場

合、傾斜を起こし易いこと、又壁厚が大きいため刃先テ

ーパ一部の掘削が困難で、あること等により、沈下抵抗力

が想定値よりも大きくなる場合も予想される。沈下不能

時め対策としては、外周前iの摩擦力を減らすための‘エア

ージェット、刃 LI部分の土砂を除去するためのウォータ

ージェット等により対応してL、く予定であるが、沈下困

難に至る前に卜分沈下管理を行うとともに、適確な対応

を可能ならしめるべく計測管理を行っている O

3.2 4Pオープンケーソン構造一般

ケーソンのす法は、図-3に示すとおりである。平面

寸法は、地震時における地盤反力より、又壁厚は経験的

に径の10%程度と言われているが、沈下抵抗に対する沈

下荷重より決められている。安定計算及ぴ主要部材断面

計算結果を表-2に示す。なお、刃口部は施工性を考慮

して鋼殻構造とし、周囲の桟橋強度との関連より刃U設

褒 2 主要部材断面計算一覧表
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理論沈下図

1.1: 

A B C D 

~J 外i授のln]転 )1: 6 イ1-9 ん:21 klO 
1I 
軸}jIIIJ変位mm 一3 +24 +4 -5 

振付九f二 刃[J深度主P.m 5.962 5.976 5.970 5.955 

偏正t/m2 O O 。 O 

コ外ll.tのlyJ転mm イill 左24 I k33 I ，h33 

J臥後/ 1t4J L 紬}jIIIJ変位田 +22 十45 I -38 I -18 
刃日深度T.P.ml -6.064 I -6.073 I -6.083 f -6.068 

偏圧t/m2 I 0 0 I 7.0 I 1. 5 

刃口設置糟度表-3
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[一準備工 ! 
l 測量芯出し、すイド取i.t
1 水替工 H=4.0m 
L一一一一一一ーー--..--一ー一一一一ー--<

周面摩擦係数

4

一一

図-5

刃ロ据付フロー

杭に作用する水平力は、(イ)ケーソンの初期沈設時にお

ける姿勢制御のためのジャッキ反力、(ロ)(風荷重+波力十

潮流力)、川地漢による慣性力について検討した結果、杭

の断面は地震時の応力によって、又根入れ長は設計上半

無限長として扱える深さを考慮して決めている O なお、

梁については、上載荷重各々について検討したが、最大

応力を生じるのはクローラクレーン載荷時である。

図 9刃口金物詳細図図-7

4.2 鋼矢板締切り

ケーソンの外周は、鋼矢板により締切り、施工個所を

静水域として、沈設初期の安定沈下及び汚濁発生防止対

策を行うこととした。鋼矢板の設計は、矢板打設個所の

水深が工P.-8 ~13m と異なっているため、水深により

3区域に区画割りし、主、受働土庄、残留水圧、ケーソ

ン重量等の外力条件を考慮して、常時、地震時について

検討した結果、矢板断面及び根入れ長は、地震時作用力

によって決められている。

4P横橋断面図

4. 仮設備

4.1 桟橋及び作業ヤード

ケーソンはiじからネ')70m離れているため、工事用連絡

桟橋と、ケーソンの同凶には作業ヤードが必要である。

この構造-般は、 lχJ-6に示すように本礎を鋼1i':杭(ゅ=

600mm)とし、これに桁を剛結し、覆工板を敷I没した。鋼

1i~杭及び、梁のぷ，}j-条{午を以下に /J~ すO

i朝 üì~ : H. W L T.P.+0.8 m 

L.WL T.P.-1.0m 

図-6

5. 沈下補助工法

周面摩擦力、刃先抵抗等の沈下抵抗が増大した場合沈

下が困難となることが想定される。このような状態に対

処するため周面摩擦力尽ぴ刃先抵抗を減じる目的で、ケ

ーソン躯体部にエアージェット、ウォータージェットに

対する配管を実施している O 以下、その概要を記述する O

報技四本
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図-10 第9ロット沈下掘削時における沈下状況

図 11 ケーソン沈下実績

5.1 エアージェット工法

周面摩擦力を減じる沈下補助工法は、最も多く用いら

れ、又実績のあるエアージェットを用いることとした。

図-7に示すように17段にわたって 816個のエアーポケ、ソ

トを設置する計画とした。以下に設備を計画するための

算定式を示す。

送気量 (V) luX(l+α) I x y 

u ケーソン周囲に 1mmの空気膜を作る空気量

α:周辺地盤へのロス等(今回は 4とした)
y ケーソン外周の空隙の50%を充たす値

空気圧(レシーバー圧):理論水圧の1.5~ 2.5倍とし九

噴射孔配置:1. 0 ~ 3 . 0 mm 2 I個とし、深部を密とする。
レシーバータンクの配置:

20~25秒で空隙を充たすことが出来る範囲で、

レシーバ一容量は 1分間継続して噴射出来る

こととした。

No. 21 '82: 7 

5.2 ウォータージェット工法

刃先部まで十分な掘削を行うことが出来ず、刃先内側

に土を取り残した場合は、ケーソン沈下の障害となる。

そこで、刃先部の土を取り除くために、予めケーソン刃

先部に図-7に示すケーシングノfイプ(ct 80mm)を埋込

んでおき、そのパイプを利用して高圧水のジェット(圧

力200kg/cm2程度)噴射し、刃先部の土を排除する計画

である。噴射方法としては、 CCPジェットノズルを、
埋込みケーシングを利用して下方に噴射しながら所定の

位置まで到達させ、高圧水ジェットを回転させながら噴

射し、土砂を崩壊させるというものである。なお、ケー

ソン外周の地山を緩めないよう、外面より90cm内側に 1

mピッチで1JIj取付けている。

6. 施工

6.1 刃口揖付工

オープンケーソンは、ニューマチックケーソンに比べ

傾斜修正が極めて困難で、あり、特に初期沈下時の施工精

度が以降の沈下管理に対し極めて重要となるため、据付

方法については下記について十分な検討を行った。

1) 現場への運搬航路の途次で一部狭小な水路を通過

する必要があるので、起重機船は小型化し、作業の安全

性を高める O

〔施工〕 ケーソン刃口は径16m、高さ9.5mで鋼製で

ある。径、高きが大きく、施工条件、品質管理の点から

現場組立は不採用とした。又、現場での作業を単純化す

るため、刃口内部のコンクリートを製作工場で打設する

方法も検討したが、全吊荷重が1，580tにもなるため、据

付後現場で打設ずることとした。

2) コンクリートの打設は、据付地盤に鋼製刃口を着

底(接地圧5t/m2) させてから行い、打設中の刃口移動を

極力防止する。

〔施工〕 コンクリートを安定した状態で打設するた

め、鋼製刃口の浮上を防止する目的で締切内を水替えし、

水位を T.P.-3.2mまで低下(水位低下量4.0m)させ、

鋼製刃口自重により支持地盤に着底させた。締切内の水

位低下にあたっては、鋼矢板の水密性が問題となるが、

水密性はかなり確保されており、ポンプ3台により排水

した。コンクリート打設高きは、鋼製刃口部を 3固に分

け、第1凶目は据付完了後2台のポンプ車で3.0mとし丸

打設中刃LJの沈下を防止するため、打設開始と共に水位

の回復を行L、浮力を調整し、刃口先端支圧力を 5t/m2( t居

付地盤支持力)以下に保った。なお 第1凶日コンクリ

ート打設による沈下量は約10cmであった。

6.2 据付精度の向上

刀口据付時の精度f{IJJ:をdtるため、及び傾斜度を測定
するため、凶-8の力。イドを刃口外周に 8個所設置した。

これらのうち、橋軸方filJ及び橋軸直角方1[IJの計4個所に

は、油圧ジャッキ (50t)を設置し、油圧ゲージにより偏

圧を測定し、他の 4個所にはジャーナルジャッキを取付
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け、打設時の変位を抑制きせた。第 1回目のコンクリー

ト打設によるケーソンは表一 3に示すように当初海底地

盤が深かった方に傾斜したが、顕著なものではなかった。

6.3 刃口の初期安定沈下

図-9に示す据付フロー図に従い、第 1回コンクリー

ト打設後、ケーソンと鋼矢板締切りの間(2 m)に地盤面

から 4.0mの埋戻しを行L、刃口の安定を計った後、第2回

コンクリート打設を 3.5m1示、重心を下げ、 2.0m掘削沈

下し刃口を海底地盤にほぼ到達させた後、刃口金物内最

上部のコンクリート3.0mの打設を行った。

6.4 沈下掘削工

掘削は、 2基のパケットによりケーソンの刃口付近を

重点的に行い、刃口抵抗を減少きせることによりケーソ

ンを沈下きせている。掘削の個所・量はケーソンの沈下

状況、掘削面状況等を常時把握することによって決定し

ており、ケーソン天端高の高い個所より順に、掘越しを

極力避けて掘削している。

図-10は第 9ロット沈下掘削時における沈下状況であ

り、沈下速度は約6cm/minていあった。本ロットまで沈下は

継続的であり、一時的な急激な沈下はみられない。これ

は、沈下抵抗より沈下荷重が大きいためと考えられる。

図-12にケーソン沈下開始より第10ロット沈下完了時ま

での実績を示す。 1ロット(3 m)当りの工程ははは¥

鉄筋2日、型枠3日、コンクリート 1日、養生2日、脱

枠1日、沈下掘削3日の計12日となっている。

7. 計測

7.1 概要

計測は、ケーソンの沈設に当り、刃口先端抵抗、躯体

周面摩擦、側面土圧を各施工段階で把出することにより、

ケーソンの支持状況を把握するために行うものであり、

又、計測結果を有効に利用して補助工法の施工の要百の

検討等を容易にするための情報を収集することをも目的

として行うものである。{吏用する計器の配置を図-13に

示す。

先端抵抗は刃先の支持状態によって微妙に変化すると

考えられ、計測精度の向上を計るため荷重計は他の計器

の倍の密度で配置している。又、側面土圧は、周面摩擦

との直接的な関係は確かめられていないが、この関係が

地層、深度毎に解明きれれば側面土庄から周面摩擦を推

定することが可能で、ある。これを前提として土圧計は 2

段、内 1段は周面摩擦計とほぼ、同深度でやや刃先寄りに

配置した。周面摩擦計はフリクションカットより約4m

上に配置したが、これはフリクションカットで乱きれた

地盤が1ロット(3 m)施工中(約12日間)に復元し、

フリクションカットより下の地盤は乱れていると考えら

れるためである。

計器の規格は以下に記すとおり決定した。荷重計は、

洪積層の支持力200-300t/m2と水圧約45t/m2の和の最大
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値345t/m2と、荷重計の受圧板面積0.0079m2(</>10側)と

の積2.7tより余裕をみて 5t用とした。周面摩擦計は、推

定最大周面摩擦力 3.5t/m2に対して規格品の内必要最小

限なものである10t/m2用とした。土圧計は、コンクリー

ト躯体内及ぴ刃口金物内の設置位置について水圧が3lt/m2

及び:'39t/m2、土庄の推定最大値が12t/m2及び'16t/m2で

あり、各々の和43t/m2及ぴ55t/m2に対しコンクリート躯

体内では 50t/m2用、刃口金物内では 100t/m2用とした。

7.2 計測方法

計測は、ケーソンの通常の沈下時に行うホ静的計測か

とエアージェット使用等に応じて行うれ動的計測かに大

別される。静的計測は、ケーソン刃口据付時より沈下完

了時まで連続的に長期の変化状況を把握するために行い、

動的計測は、ケーソン沈下が急激に生じる時点に短期間

の変化状況を把握するために行う。

7.3 解析

計測結果の解析は、主に次の各項目を行う。

1) ケーソン支持状態の把握:各値を常時把握し、以

後の施工方針決定のための資料を作成する O 具体的には

理論沈下図の修正、補助工法の使用時期の判断材料の収

集.等である。

2) 側面土圧と周面摩擦の関係:側面土圧と周面摩擦

との関係の解明を試みるものである。

3) ケーソン沈下に伴う土庄の変化:2段配置してい

る土庄計のデーターを比較し、ケーソン'の沈下により同

← -J也層の土圧がし、かに変化するかを解析する。

4) 静的沈下時と動的沈下時の比較:静的、動的測定

値の比較解析を行う。

7.4結果

現在ケーソンは沈下中で、計is1lも継続中であるため、

解析も進捗していない。従って本項では第8ロット沈下

完了時までの主要時点の周面摩擦と先端抵抗についての

みとりあげ、ることとする。

周面摩擦の深度変化を図-14に示す。コンクリート打

設によリ周面摩擦は増大し、掘削沈下による沈下量が小

きい時点では増大し、沈下量が大きくなると減少する傾

向にある O 値としては 0-3t/m2を示しているが、測点1、

2が3、4に比して小きめとをっている。これはケーソン

が測点3、4方向に傾斜している(天端高で約20mm)ため、

測点3、4方向の側壁が周囲の地盤から受働土圧を受け

ているためであると考えられるO

次に、先端抵抗の深度変化を図-15に示す。先端抵抗

はo-150t/m2の聞を推移している。傾向的には周面摩
擦と同様にコンクリート打設により増大し、掘削沈下に

より減少している。これは、コンクリート打設による沈

下荷重の増分を先端抵抗と周面摩擦の増分で分担するこ

ととなり、掘削により刃先の抵抗となる土砂が排除され、

先端抵抗が減少し沈下が促進している状態を示すもので
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図-12 計器配置図

あろう。

8. あとカずき

4Pオープンケーソンの掘削沈下は、地工形態の変更

まで含めて慎重な設備計画を立案するとともに、ケーソ

ンの傾斜管理及び、計測結果の掘削へのフィードバック等

により、比較的順調に進められている O現在、T.P.-30m 

程度まで沈設した状況であり、これからが正念場である

が、工事関係各位の御協力のもとに無事沈下完了きせた

いと思う次第です。

最後に、沈下掘削の途次であり、傾斜管理及び計測の

結果については集成されておらず、施工の概略を報汗す

ることとなりましたが、今後の太径ケーソンへの応用も

踏まえて、別の機会に報告させて載きます。
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